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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 平成20年５月 平成21年５月

売上高 (百万円) 343,136340,615358,478335,439277,767

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 8,366 2,236 2,019 404 △9,332

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) 6,660 1,509 316 △2,623 △19,246

純資産額 (百万円) 76,046 73,771 72,765 66,398 44,495

総資産額 (百万円) 294,618301,661293,819265,370227,589

１株当たり純資産額 (円) 249.83 241.59 237.31 217.39 144.21

１株当たり当期純利益又
は１株当たり当期純損失
(△)

(円) 21.86 4.96 1.04 △8.64 △63.49

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 21.59 4.68 0.98 ─ ―

自己資本比率 (％) 25.8 24.3 24.5 24.8 19.2

自己資本利益率 (％) 9.1 2.0 0.4 ─ ―

株価収益率 (倍) 12.4 50.5 201.4 ─ ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,671 10,326 11,540 11,896 108

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,184 △7,484 △2,340 △4,627 △3,331

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,249 741 △8,937 △11,399 1,823

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 16,221 20,094 21,546 17,871 16,510

従業員数 (名) 10,173 10,154 10,447 10,381 10,099

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第３期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

　平成17年12月９日）を適用しております。

３　第５期および第６期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、1株当たり当期純損失が計上されてい

るため記載しておりません。

４　第５期および第６期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失となったため記載しておりませ

ん。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 平成20年５月 平成21年５月

営業収益 (百万円) 5,232 5,960 5,507 4,443 2,281

経常利益 (百万円) 2,760 3,612 3,760 2,573 648

当期純利益 (百万円) 2,609 3,379 3,418 2,242 526

資本金 (百万円) 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000

発行済株式総数 (株) 328,596,314324,596,314324,596,314324,596,314324,596,314

純資産額 (百万円) 70,583 72,154 73,979 74,670 74,722

総資産額 (百万円) 92,274 111,343124,815125,664129,716

１株当たり純資産額 (円) 230.11 235.99 242.15 244.53 244.83

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
5.00
(2.50)

5.00
(2.50)

5.00
(2.50)

4.00
(2.50)

0.00
(0.00)

１株当たり当期純利益 (円) 8.07 11.04 11.18 7.34 1.72

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 7.98 10.42 10.55 6.92 1.63

自己資本比率 (％) 76.5 64.8 59.3 59.4 57.6

自己資本利益率 (％) 3.5 4.7 4.6 3.0 0.7

株価収益率 (倍) 33.70 22.74 18.77 18.66 44.10

配当性向 (％) 61.95 45.28 44.69 54.48 0.00

従業員数 (名) 273 276 206 127 106

(注) １　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２　提出会社の従業員は、三協立山アルミ株式会社からの出向者であります。

３　第３期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

　平成17年12月９日）を適用しております。
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２ 【沿革】

平成15年12月三協アルミニウム工業株式会社および立山アルミニウム工業株式会社が株式移転

により当社を設立いたしました。

当社の普通株式を株式会社東京証券取引所(市場第一部)、株式会社大阪証券取引所

(市場第一部)および株式会社名古屋証券取引所(市場第一部)に上場いたしました。

平成16年３月 生産統合会社であるＳＴプロダクツ株式会社を設立いたしました。

平成16年６月 ＳＴプロダクツ株式会社が本格稼動いたしました。

平成18年４月 立山アルミニウム工業株式会社を分割会社、タテヤマアドバンス株式会社（連結子

会社）を継承会社とする商業施設事業の店舗什器等の開発・販売の分社型分割に

よる吸収分割を行うとともに、ＳＴプロダクツ株式会社からタテヤマアドバンス株

式会社への商業施設事業の店舗什器等の生産管理機能を営業譲渡しました。

平成18年６月 三協アルミニウム工業株式会社と立山アルミニウム工業株式会社は合併し、社名を

三協立山アルミ株式会社（連結子会社）としました。

平成19年６月

 

平成20年６月

三協立山アルミ株式会社のマテリアル事業を分社化し、三協マテリアル株式会社を

設立いたしました。

販売子会社である三協立山アルミ株式会社は生産子会社であるＳＴプロダクツ株

式会社を吸収合併いたしました。
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３ 【事業の内容】

当社グループの事業内容および当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

なお、事業区分は「第５ 経理の状況 1 連結財務諸表等 （1）連結財務諸表 注記事項」に掲げる事業の種

類別セグメント情報の区分と同一であります。
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当社グループは、三協立山アルミ株式会社、三協マテリアル株式会社およびタテヤマアドバンス株式会社を

中心に、アルミニウム製住宅建材、ビル建材、商業施設、マテリアル商品等の開発、製造、施工および販売を主と

して行っています。

当社の経営体制、主な関係会社を図示すると以下のとおりとなります。

　

　

(注)１　三協立山アルミ株式会社、三協マテリアル株式会社およびタテヤマアドバンス株式会社は共に当社の完全子会

社であります。

　　２　三協立山アルミ㈱とＳＴプロダクツ㈱は、平成20年６月１日付で三協立山アルミ㈱を存続会社として合併いたし

ました。

　　３　東部九州立山㈱は、福岡三協サッシ㈱の事業を譲受するとともに、九州三協テクノ㈱に社名を変更いたしました。

　　４　従来、持分法適用非連結子会社であったアルケン工業㈱は、重要性が増したため、当連結会計年度より連結子会社

となりました。

　　５　福岡三協サッシ㈱、㈱群馬三協および㈱サンテック北陸は、当連結会計年度中に清算結了したことに伴い、当連結

会計年度より連結の範囲から除外しております。

　　６　平成21年８月28日付けにて内部統制室を新設いたしました。
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４ 【関係会社の状況】

(1) 連結子会社

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有又は
被所有
割合(％)

当社との関係内容

三協立山アルミ株式会社
富山県
高岡市

28,399
ビル建材事業
住宅建材事業
マテリアルその他事業

100

経営管理に関する契約を
締結しております。
当社は、建物を賃借して
おります。
同社へ、事業資金を融資
しております。
役員の兼務…４名

富山合金株式会社
富山県
射水市

1,000
ビル建材事業
住宅建材事業
マテリアルその他事業

100
(100)

－

タテヤマアドバンス株式会
社

東京都
中央区

490商業施設事業 100

経営管理に関する契約を
締結しております。 
同社へ、事業資金を融資
しております。
役員の兼務…１名

三精工業株式会社
富山県
射水市

490商業施設事業
100
(100)

－

三協マテリアル株式会社
東京都
渋谷区

450マテリアルその他事業 100

経営管理に関する契約を
締結しております。
同社へ、事業資金を融資
しております。
役員の兼務…３名

ＳＴ物流サービス株式会社
富山県
高岡市

300マテリアルその他事業
100
(100)

－

協立アルミ株式会社
富山県
南砺市

100住宅建材事業
100
(100)

役員の兼務…１名

三協化成株式会社
富山県
高岡市

100
ビル建材事業
住宅建材事業
マテリアルその他事業

100
(100)

－

サンクリエイト株式会社
富山県
南砺市

100住宅建材事業
100
(100)

－

その他　39社 － － － － －

　

(2) 持分法適用の関連会社

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有又は
被所有
割合(％)

当社との関係内容

ビニフレーム工業株式会社
富山県
魚津市

288
ビル建材事業
住宅建材事業

25
(25)

－

株式会社ホテルニューオー
タニ高岡

富山県
高岡市

5,147マテリアルその他事業
16
(16)

－

その他　６社 － － － － －

(注) １　特定子会社に該当するのは、三協立山アルミ株式会社であります。
２　「議決権の所有又は被所有割合」欄の(内数)は間接所有であります。
３　三協立山アルミ株式会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割
合が10％を超えております。

主要な損益情報等 (1)　売上高 200,981百万円

　 (2)　経常損失 7,035百万円

　 (3)　当期純損失 15,710百万円

　 (4)　純資産額 41,221百万円

　 (5)　総資産額 176,631百万円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成21年５月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

ビル建材事業 2,887

住宅建材事業 4,846

商業施設事業 804

マテリアルその他事業 1,456

全社(共通) 106

合計 10,099

(注)１　従業員数は就業人員であります。

２　全社（共通）として記載している従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年５月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

106 42.9 19.2 4,688

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　当社従業員は、三協立山アルミ株式会社からの出向者であり、平均勤続年数は各社での勤続年数を通算してお

ります。

３　平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループにおいて結成されている各労働組合は日本労働組合総連合会・ジェイ・エイ・エムに所

属しており、その活動は穏健で、かつて争議行為などはなく、健全な歩みを続けており、労使関係は極めて

安定しております。
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第２ 【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度のわが国経済は、世界経済が一段と減速する中で、サブプライムローン問題に端を発し

た世界的な金融不安により信用収縮が拡大し、さらに昨年秋口以降は、企業収益の低迷、雇用情勢の悪化、

個人消費の冷え込みなど世界経済の同時減速が鮮明となり、国内景気は急激に後退に転じました。

　建材業界におきましては、一昨年６月からの改正建築基準法の影響により、新設住宅着工戸数は低水準の

まま推移しました。加えて世界的金融危機による経営環境の急激な悪化により、公共投資や国内住宅投資

の減少基調に歯止めがかからず、極めて厳しい状況が続きました。

　このような経営環境の中で、当社グループは顧客ニーズに対応した商品開発と徹底したコストダウンに

注力するとともに、環境・安全・省エネへの対応など、社会的要請と住宅ストック社会への転換を意識し

た商品開発に取り組んでまいりました。また一方では収益改善施策として、人材の有効活用を目的とした

人的資源の再配置、調達改革による資材調達費削減などあらゆる経費について削減してまいりました。

　さらに、足元での急激な需要減や将来の市場環境に適合した事業体制への転換を図るため、当社グループ

の主要事業会社である三協立山アルミ株式会社と三協マテリアル株式会社において早期退職の募集およ

び役員報酬カット・給与カットを実施しております。

建材事業におきましては、開発・技術・生産・営業部門が一体となり、お客様へのサービス向上、スピー

ド感ある事業展開に注力してまいりました。ビル建材事業では、低層および改装建築需要への拡販を推進

するとともに、業務効率化によるトータルコストの低減、収益確保に向けた販売価格の適正化に取り組ん

でまいりました。住宅建材事業では、自社販売網の強化、代理店との連携強化を図るとともに、新しい生活

シーンを提案する空間エクステリア分野を中心として、差別化商品・高付加価値商品の市場浸透に努めま

した。生産・購買面では、生産革新活動（STPS）の展開により、生産から物流・販売まで一体となった生産

性向上・コスト削減を進めてまいりました。 

　なお、今年１月８日に公表いたしましたが、三協立山アルミ株式会社では防火樹脂サッシにおいて防火設

備個別認定の不適切な取得および防火認定仕様と異なる仕様の製品を販売したことが明らかになりまし

た。現在、再発防止に万全を期するとともに全社を挙げて信頼回復に努めております。

商業施設事業では、「人間に快適な商業空間」をキーワードとした商品開発を行うことによる新規開拓

および事業領域の拡大を行い、販売価格の適正化に努めてまいりました。

　マテリアル事業では、高難度・精密加工・鋳造・マグネシウムなど付加価値の高い領域での施策展開と

大型形材の受注に注力するとともに、産業機械分野や輸送機材分野への拡販に取り組んでまいりました。 

　しかしながら、当社グループを取り巻く経済状況が当初の想定を超えて悪化したこともあり、売上、利益

ともに当初計画を大きく下回る結果となりました。

当連結会計年度の連結売上高は、経済状況悪化による市場縮小と、それに伴う競争激化の影響などによ

り、２，７７７億６７百万円（前連結会計年度比１７．２％減）となりました。営業損益につきましては、

販売価格の下落と量的減少に伴う操業低下などの影響により７６億４２百万円の損失（前連結会計年度

連結営業利益１９億３８百万円）を計上し、経常損益においても、９３億３２百万円の損失（前連結会計

年度連結経常利益４億４百万円）となりました。当期純損益は、早期退職の募集に伴う割増退職金、アルミ

地金長期購入契約の解約損、防火樹脂サッシ問題の改修費などを特別損失として計上したことにより１９

２億４６百万円の損失（前連結会計年度連結当期純損失２６億２３百万円）となりました。
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事業別の概況は、次のとおりです。

ビル建材事業

ビル建材事業では、基幹サッシ「ＭＴＧ－７０」シリーズ、マンション用サッシ「ＭＴＧ－９０」シ

リーズ、高性能省エネサッシシステム「ＡＲＭ－Ｓ（アームス）」の積極的な拡販を推進してまいりまし

た。また、流通網とタイアップし次世代フロント「ｉｎｓｔａｘ（インスタックス）」を、店舗・事務所な

ど中低層ゾーンへの拡販を図るとともに、マンションなど集合住宅向けにトータルな提案営業の推進を

図ってまいりました。 

加えて、自然換気システム「ＮＡＶ－ Ｗｉｎｄｏｗ－２１」などの環境配慮商品の拡販に努めるととも

に、ＥＣＯを取り込んだ学校改修などの提案営業と手すりも含めた改装トータルの提案営業を積極的展開

し、事業領域の拡大に努めてまいりました。 

　しかしながら、需要の大幅な落ち込みとそれに伴う競争激化により売上高は８１５億８６百万円（前連

結会計年度比２０．５％減）となり、営業損失は１６億５５百万円（前連結会計年度営業利益２０億４０

百万円）となりました。

　

住宅建材事業

住宅建材事業では、主力玄関ドア「ラフォース」シリーズに業界初のドア上部をアール形状とした「ナ

チュレアール」をラインナップに加え、玄関ドアの拡販を図るとともに、基幹サッシ「マディオ」シリー

ズ、アルミインテリア「アミス」の拡販を進めてまいりました。また、安全に配慮したブレーキ機構「セー

フキーパー」（グッドデザイン賞受賞）を装備したサッシ・引戸、加えて室内ドア・引戸「ウッデリアｉ

Ｓ＋ 採風タイプ」など、機能や使い勝手に配慮した高付加価値商品を市場投入し、提案営業を展開してま

いりました。 

　一方、自社販売網強化のために販売子会社の拠点を新設、代理店との連携強化および伸長する地域有力ビ

ルダーへの販売体制強化を進めシェア向上に努めるとともに、リフォーム支援事業「一新助家」の強化に

取り組んでまいりました。 

　エクステリア建材部門では、主力代理店への営業フォローの強化と戸建エクステリア分野における多様

な住まいの空間を創造する「Ｍ.シェード」や「Ｍ.フレージ」、カーポートでは「カムフィＮｅｘ」「マ

イリッシュ」の拡販を進めました。パブリックエクステリア分野では、通路シェルターや大型引戸門扉な

ど他社との差別化商品を重点的に強化し、事業領域の拡大に努めてまいりました。 

　しかしながら、住宅着工戸数の減少に伴う競争激化により売上高は１，３６８億２８百万円（前連結会

計年度比８．９％減）となり、営業損失は４３億１６百万円（前連結会計年度営業損失１１億３４百万

円）となりました。

　

商業施設事業

商業施設部門では、総合スーパー、家電量販店、ホームセンターへの受注拡大に努めるとともに、店舗什

器業界初となる省電力で長寿命のＬＥＤ（発光ダイオード）棚下照明、薬事法改正で求められるドラッグ

ストアなどの売場作りをサポートする什器、ローコスト志向の新型ブック什器などの拡販を進めてまいり

ました。また、鋼材などの原料価格高騰に対し、中国調達などによるコスト削減の徹底と適正価格販売を行

い、収益の改善に取り組んでまいりました。 

　サイン部門では、ブランド統一や社名変更に伴う大型特需物件や新規物件、改装物件の看板の受注獲得に

向け直販営業を推進するとともに、ＣＯ２削減策としての看板照明機器のＬＥＤ化に伴う商品や導光板商

品などの新商品開発に取り組んでまいりました。また、広域の施工物件の増加に対応し施工管理体制の確

立に努め、競合他社との差別化を図ってまいりました。 

　その結果、商業施設事業の主要事業会社であるタテヤマアドバンス株式会社の決算期を前連結会計年度

に３月から５月に変更した影響があったものの、売上高は２５１億２９百万円（前連結会計年度比２０．

２％減）となり、営業利益は４億４４百万円（前連結会計年度比６８．３％減）の収益を確保することが

できました。
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マテリアルその他事業

　マテリアル部門では、アルミ押出成型加工技術を活用し、産業機械（ＦＡフレーム、搬送用レールな

ど）、輸送機器（自動車部品、鉄道車両用部品など）、電気機器（ソーラーパネル枠、放熱用ヒートシンク

など）の分野を強化し、商品の拡販や新規受注の獲得に向け重点的に提案営業を推進してまいりました。

また、自社ブランド商品（オフセットヒートシンクなど）の機能向上と商品体系の充実も図ってまいりま

した。大型形材も含めた押出成型から最終加工・組立までの一貫生産メーカーとしての強みを活かした差

別化・高付加価値商品の展開に注力してまいりました。 

　マグネシウムにつきましては、昨年１０月よりマグネシウム合金鋳造設備をグループ会社の富山合金に

導入し、生産を開始いたしました。また、用途開発、新商品開発の面でもノートパソコンの筐体やビデオカ

メラレンズの鏡筒に採用されるなど、本格事業展開に向け着実に実績を伸ばしております。 

　しかしながら、景気後退に伴うアルミ押出形材需要が大幅に減少し、売上高は３４２億２１百万円（前連

結会計年度比３３．１％減）となり、営業損失は７億４０百万円（前連結会計年度営業利益１６億４３百

万円）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、売上高の減少に伴う債権・債務の縮小などに

より１億８百万円の収入にとどまり、投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資による固定資産の

取得などにより３３億３１百万円の支出となり、また、財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の償還

による支出や借入れによる収入などにより１８億２３百万円の収入となりました。

その結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、１６５億１０百万円（前連結会計年度比

７．６％減）となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、得られた資金は、前連結会計年度に比して１１７億８７百万円減少の１億８百万円

（前連結会計年度比９９．１％減）となりました。この減少は売上債権の回収があったものの、仕入債務

の減少に加え、税金等調整前当期純損失の計上などによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は、前連結会計年度に比して１２億９６百万円減少の３３億３１百万円

（前連結会計年度比２８．０％減）となりました。これは、設備投資による固定資産の取得による支出や、

投資有価証券の取得による支出が減少したことなどによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、得られた資金は、１８億２３百万円（前連結会計年度は１１３億９９百万円の支出）

となりました。これは、転換社債型新株予約件付社債の償還による支出があったものの、借入れによる収入

などによるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績
当連結会計年度における生産実績を事業別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

ビル建材事業 22,320 80.4

住宅建材事業 72,019 87.3

商業施設事業 7,508 95.6

マテリアルその他事業 35,679 81.3

合計 137,528 84.9

(注) １　金額は、製造原価によっております。

２　記載金額には消費税等は含まれておりません。

　

(2) 仕入実績
当連結会計年度における仕入実績を事業別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

ビル建材事業 34,417 69.3

住宅建材事業 30,374 89.7

商業施設事業 11,561 75.9

マテリアルその他事業 2,441 71.9

合計 78,795 77.1

(注) １　金額は、実際仕入額によっております。

２　記載金額には消費税等は含まれておりません。

　

(3) 受注状況
当連結会計年度におけるビル建材事業の受注状況を示すと、次のとおりであります。

　
事業の種類別
セグメントの名称

受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

ビル建材事業
(ビル工事物件)

65,711 83.5 51,115 100.1

(注)　記載金額には消費税等は含まれておりません。

　

(4) 販売実績
当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

ビル建材事業 81,586 79.5

住宅建材事業 136,828 91.1

商業施設事業 25,129 79.8

マテリアルその他事業 34,221 66.9

合計 277,767 82.8

(注)　記載金額には消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

世界的な景気後退の中、国内経済は急速な悪化後、未だ低調に推移しており、足元では一部、在庫一巡によ

る鉱工業生産の持ち直しや政府の経済対策などの効果が今後期待されるものの、景気の回復には、世界経済

の復調も含めてなお時間を要するものと見込まれます。建設業界においては、失業率の上昇などによる消費

マインドの冷え込みもあり、新設住宅着工戸数は引き続き低水準で推移することが見込まれます。また、中

長期的にも、景気の悪化などにより建設投資総額は減少傾向が見込まれます。

このような状況に対して当社グループは以下の主要課題に対して重点的に取り組んでまいります。

 

①グループ構造改革の推進による黒字化達成

　各種改善施策に加えグループを横断した構造改革を進めていきます。引き続き工場の集約や再編を行い、

人員の削減や設備の効率的配置、さらには物流の合理化などを行い確実に収益が出せる体制にむけ経営基

盤の強化を図ってまいります。

 

②建材事業の収益改善

　建材事業においては収益改善を至上命題とし、生産革新活動（ＳＴＰＳ）を推進し、生産性向上・コスト

削減に引き続き取り組んでまいります。 

　また、今後需要拡大が想定される改装・省エネ分野への取り組みを強化するため、ビル建材事業では、新た

にＳＴＥＲ事業部を新設いたしました。環境（ＥＣＯ）をキーワードとした提案営業強化と潜在需要の掘

り起こしを図ってまいります。また、住宅建材事業では、自然との共生をコンセプトとした環境配慮型商品

の提案強化、リフォーム事業の強化を行ってまいります。 

 

③非建材事業の強化推進

　商業施設事業では、国内消費の冷え込みからくる小売業界の出店戦略の転換に合わせ、郊外型大型店舗か

ら都市型小売店舗への業態のシフトや海外取引先との体制整備など、需要の変化にあわせた商品提案・事

業領域の拡大を行ってまいります。マテリアル事業につきましては、今後需要が見込まれる環境・省エネ分

野の中で引き続き成長を目指してまいります。 

当社グループでは今後とも、非建材事業の伸張を図り、建設業界の景気動向に左右されることのない事業体

質への構造変革を進めてまいります。

 

④顧客満足強化・高付加価値商品の市場投入

　建材事業では、本年６月より事業部門と開発部門の組織一体化を行い、販売市場と商品開発との連携の強

化に努めます。商業施設事業では、ローコスト商品や個別業界ごとの特性に対応した商品の充実を図りま

す。マテリアル事業では、電機・自動車分野だけでなく、ＬＣＤ・ＬＥＤ用設備や太陽光発電分野など成長

が顕在化している市場にむけた高付加価値商品の開発に注力いたします。

 

 

⑤信頼の回復と品質保証体制の強化

　当社グループでは、ＣＳＲ行動規範を基本方針として、お客様の安全性を第一優先に考え、より安全な商品

・サービスの提供を今後も心がけてまいります。防火樹脂サッシ問題では、再発防止策として防火設備商品

監査部を新設し、開発プロセス・チェック体制の見直しと強化、関係法規・公的認定商品の申請ルールなど

の再教育、全役職員へのコンプライアンスの徹底を行い信頼の回復に努めているところでございます。

 

EDINET提出書類

三協・立山ホールディングス株式会社(E01328)

有価証券報告書

 13/105



⑥中期経営計画

　当社グループは、平成24年５月期を最終年度とする中期経営計画を策定し、本年６月にスタートさせまし

た。平成24年度５月期の目標は、連結売上高２，７７０億円、連結経常利益６８億円を目指します。 

　なお、当グループを取り巻く環境は引き続き厳しい状況が続くものと予想されますが、市場規模に対し、適

正な企業規模への再構築と継続的な合理化を推進し、建材事業の再生・非建材事業の強化に向け

①グループ構造改革によるグループ共通の経営資源（人、設備など）の最適化、各社でのコスト削減施策

の徹底により収益性を回復させる。 

②太陽光、ＬＥＤ、自然換気など今後成長が見込まれる環境・省エネ分野への積極的な足がかりを構築し、

次世代の成長を目指す。 

③経営ＰＤＣＡのレベルアップ、グループ全体にむけた内部統制推進により、効率的なグループ経営体制

を構築する。

を基本方針とし、中期経営計画の達成に向け邁進してまいります。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループは、事業等のリスクに関し、組織的・体系的に対処することとしていますが、現在、当社グ

ループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のようなものがあり、投資家

の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項と考えています。

なお、記載した事項は、当連結会計年度末（平成21年５月31日）現在において当社グループが判断したも

のでありますが、当社グループに関する全てのリスクを網羅したものではありません。

　

(1)景気動向による影響

当社グループは、アルミニウム製ビル建材、住宅建材等の開発・製造・加工・販売を主な事業としており

ます。当社グループの製品は多岐にわたりますが、その多くは国内におけるビル建材・住宅建材として使用

されています。このため、当社グループの経営成績は、日本国内の景気動向、建設会社の建設工事受注高や住

宅着工戸数の変動等の影響を受ける可能性があります。 

　また、国内景気の悪化により、売掛・手形等の債権が劣化した場合、貸倒引当金の積み増しが必要となるな

ど、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(2)原材料・資材等の価格変動

当社グループが使用する原材料・資材等にはアルミニウム地金・鋼材等の市況により価格が変動するも

のが含まれております。原材料・資材等の価格が高騰した場合、調達コスト増加の影響を最小限に抑えるた

めコストダウンや販売価格への転嫁等を実施しておりますが、その影響をすべて吸収できる保証はなく、当

社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(3)金利の変動

当社グループは、金融機関等からの借入れなど有利子負債を有しております。金利スワップ等によりヘッ

ジを実施しておりますが、金利が上昇した場合、その支払利息が増加するなど当社グループの経営成績に影

響を及ぼす可能性があります。

 

(4)製品開発力および競合

当社グループは、積極的に研究開発を行い、需要家のニーズに合わせた新技術・新製品をスピーディーに

提供し、成長性および収益性の維持・向上に努めておりますが、競合企業による新たな競合製品の投入や価

格競争により当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(5)製品の欠陥

当社グループは、ＪＩＳその他国内の品質基準および社内の品質基準に則って各種製品を製造しておりま

すが、重大な製造物責任賠償やリコールが発生した場合、多額の支払や費用発生および社会的信用の失墜等

により当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(6)公的規制（法規制）

当社グループは、事業の許認可や独占禁止、為替、租税、知的財産、環境、労働関連等、多くの法規制を受けて

おります。将来のこれら法規制の改正、新規規制に伴うコスト増加等により当社グループの経営成績に影響

を及ぼす可能性があります。また、法令遵守に努めておりますが、法令遵守違反が発生した場合は、公的制裁

や社会的信用の失墜等により当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(7)自然災害および事故等の発生

地震・水害等の自然災害および火災・停電等の事故災害によって、当社グループの生産・販売・物流拠点

および設備の破損や機能麻痺に陥る可能性があります。災害による影響を最小限に抑える対策を講じており

ますが、災害による被害を被った場合、事業活動の停止や復旧対応により当社グループの経営成績や財政状

態に影響を及ぼす可能性があります。 
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(8)退職給付債務

当社グループの退職給付費用および退職給付債務は、年金資産の期待運用収益率や割引率などの数理計算

上の前提に基づいて算出されています。年金資産運用環境の悪化により前提条件と実績に乖離が生じた場合

などは、将来の退職給付費用が増加し、当社グループの経営成績や財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

 

(9)情報管理

当社グループでは業務に関連して多数の企業情報を保有するとともに、多数の個人情報を保有しておりま

す。これらの企業情報及び個人情報については、万全の管理に努めておりますが、予期せぬ事態により情報が

漏洩した場合には、損害賠償の発生および社会的信用の失墜等により当社グループの経営成績に影響が及ぶ

可能性があります。 

 

(10)環境問題

当社グループは産業廃棄物の処理に関する法律および大気、水質、騒音、振動、土壌汚染等の環境諸法令遵

守を徹底しています。しかしながら、人為的ミス等による環境汚染や、関係法令等の変更によって新規設備の

投資によるコスト増加が発生する場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

 

(11)構造改革

当社グループでは、厳しい事業環境に対し、グループ構造改革を遂行しておりますが、その過程で、特別損

失が発生する可能性があります。また、これらの対策が計画どおり進捗しない場合には、予想している収益お

よび利益が確保できない可能性があります。

 

(12)防火樹脂サッシ問題の影響

平成21年１月８日に公表いたしました「防火設備個別認定の不適切な取得および防火認定仕様と異なる

製品を販売した件」により、製品不具合対策費用１９億７５百万円を当期の特別損失に計上いたしました

が、改修方法等、詳細についてはお客様とご相談の上、進めておりますので、これらに関する費用が増減する

可能性があります。 
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５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

三協・立山ホールディングス株式会社(E01328)

有価証券報告書

 17/105



６ 【研究開発活動】

当社グループの研究開発活動は「益々激しくなる企業間競争に打ち勝ち、更なる成長へと発展するた

めに、当社グループの既存事業の活性化と新規事業の開拓・活性化に向けて、素材技術や加工技術の基礎

研究から応用開発を核として業務を推進する」という基本方針の下に、既存事業の付加価値向上と新規

事業の創出に向けた独創的な新技術を推進するとともに、最新技術を取り込んだ差別化商品・オリジナ

ル商品の技術開発を行っております。

　その結果、当連結会計年度における研究開発費の総額は１６億３６百万円となりました。

　事業の種類別セグメントの研究開発活動を示すと、次のとおりであります。

　

ビル建材事業

　　　ビル建材分野では、省エネと環境にやさしい建材の技術構築として、集合住宅のバルコニー手すりに集熱

パネルを組み込んで太陽熱を集め、給湯や風呂などに利用することでガス使用量やＣＯ２排出を削減で

きるシステムを他社と共同で開発を行い、商品化に向けて取り組んでまいりました。また、前年度に引き

続き、お客様満足や環境に貢献できる技術の開発を行ってまいりました。 

研究開発費総額は２億９５百万であります。 

 

　

住宅建材事業

　住宅建材分野では、「自然と暮らす」をテーマとして、環境と人に優しい暮らしの実現のため、効果的な

自然風の取り入れ・排出、光の取り込み方を、様々な住環境の条件を想定し実験・解析を行いました。その

成果として、快適性と防犯性・プライバシーに配慮しながら外気と光を通す玄関ドアやサッシ・室内建材

の市場投入を行いました。 

　エクステリア建材分野では、前連結会計年度に引き続き、産学連携による共同開発として、人体計測デー

タと人間工学の知見を基に、アプローチまわりの建材の使いやすさの研究を行い、その成果として、多様な

姿勢で開閉しやすいユニバーサルデザインを取り入れた門扉の開発・市場投入を行いました。また一方

で、環境分野への取り組みとして、業界初となる太陽光発電システムを搭載可能なカーポートを開発しま

した。

　研究開発費総額は５億８５百万円であります。

　

商業施設事業

当連結会計年度は、特に価格競争力のある商品に注力するとともに、ＬＥＤなどを使用した差別化商品

の開発につとめました。 

　商業施設分野では価格競争力のあるブック什器、普及型標準ポスレジカウンター、スタッキング什器、そ

してＬＥＤを使用した棚下照明を商品化し、販売いたしました。 

　サイン分野では、不燃シートを張りやすく改良したシート看板を販売いたしました。また次世代光源で

あるＬＥＤを採用した種々の形態のサインを開発するとともに、当社オリジナルの看板サイン用LED照明

装置の研究開発を進めました。 

　研究開発費総額は１億１５百万円であります。
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マテリアルその他事業

　アルミニウム関連事業では、従来から培ってきたヒートシンク技術が認められ、不況下でも好調に立ち上

がってきたハイブリッド自動車に採用されるなど、順調に立ち上がってきました。一方で、当グループの独

自技術であります鍛造ピストン材用小径ビレット（ＴＧ―ｂａｒ）の開発は予定通り終了し、生産を開始

いたしました。本技術については、その技術の新規性と性能を認められ、各種団体・協会より技術賞を受賞

しております。 

　マグネシウム関連技術では、継続してマグネシウム市場開拓を積極的に推し進め、従来から展開してきた

光学系商品の開発・展開に加え、マグネシウムの特性を活用した新規商品の開発を推し進めております。 

　一方で、現在進行中の独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）の助成事業「マ

グネシウム鍛造部材技術開発プロジェクト」では最上流の材料製造技術開発を担当中で、マグネシウム鍛

造に適した材料の製造技術の開発を推し進めており、来年度以降の製品化を目指し活動しております。

　研究開発費総額は６億４０百万円であります。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当連結会計年度の財政状態および経営成績の分析は次のとおりであります。

なお、本項に記載した将来や想定に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断した

ものであります。将来や想定に関する事項には、不確実性を内在しており、あるいはリスクを含んでいるため、

実際の結果と大きく異なる可能性があります。

　

(1)重要な会計方針および見積り

当社グループの連結財務諸表はわが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

作成しております。この連結財務諸表の作成には、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債および

収益・費用の報告金額および開示に影響を与える見積りを必要としています。経営者はこれらの見積りに

ついて過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は見積り特有の不確実があるため、

これらの見積りと異なる場合があります。

当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、第５［経理の状況］の連結財務諸表の「連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しておりますが、特に次の重要な会計方針が連結

財務諸表作成における重要な見積りの判断に大きな影響を及ぼすと考えております。

　

①貸倒引当金

当社グループは貸倒れが懸念される特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額に基づき貸倒引当金を計上しております。また、その他の一般債権についても、貸倒実績率を勘案して貸

倒引当金を計上しております。なお、将来相手先の財務状況が悪化し支払能力が低下した場合には、引当金

の追加計上または貸倒損失が発生する可能性があります。また、貸倒損失の発生により、貸倒実績率が上昇

し、一般債権に係る貸倒引当金の追加計上が発生する可能性があります。

②市場性のある有価証券

当社グループは、保有する市場性のある有価証券を合理的な基準に基づいて減損処理を行っておりま

す。将来、有価証券市場が悪化した場合には、有価証券評価損を計上する可能性があります。

③退職給付引当金

当社グループの従業員の退職給付に備えるための退職給付費用および債務は、数理計算上で設定される

割引率、将来の報酬水準、退職率、死亡率等の前提条件や期待運用収益率に基づいて算出しております。実

際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更された場合、その影響は累積され、将来にわたっ

て規則的に認識されるため、一般的には将来期間において認識される費用および債務に影響を与える可能

性があります。
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(2)当連結会計年度の経営成績の分析

当社グループの連結会計年度の売上高は前連結会計年度に比べ、５７６億７２百万円減収の２，７７７

億６７百万円となり、営業損失は７６億４２百万円（前連結会計年度は１９億３８百万円の営業利益）、経

常損失は９３億３２百万円（前連結会計年度は４億４百万円の経常利益）、当期純損失は前連結会計年度

比１６６億２３百万円減益の１９２億４６百万円となりました。

　

①売上高と営業損失

売上高は２，７７７億６７百万円となりました。これは、世界経済が一段と減速する中で、サブプライ

ムローン問題に端を発した世界的な金融不安により信用収縮が拡大し、国内景気が急激に後退に転じま

した。このような経営環境の中で、一昨年６月からの改正建築基準法の影響により新設住宅着工戸数が低

水準のまま推移したことに加え、アルミ地金価格の高騰や競争激化など引き続き厳しい市場環境が続い

たことによります。 

　販管費及び一般管理費は６１６億４０百万円となり、この結果、営業損失は７６億４２百万円となりま

した。

　

②営業外損益と経常損失

経常損失は支払利息14億70百万円などの計上により、９３億３２百万円となりました。

　

③特別損益と税金等調整前当期純損失

税金等調整前当期純損失は１８５億７１百万円となりました。これは、早期退職の募集に伴う割増退

職金３１億２６百万円、アルミ地金長期購入契約の解約損２４億４２百万円、防火樹脂サッシ問題の改

修費用１９億７５百万円などを特別損失に計上したことなどによります。

　

④当期純損失

法人税、住民税及び事業税は５億４０百万円、法人税等調整額は１億６０百万円となりました。少数

株主損失は２５百万円となりました。 

　この結果、当期純損失は１９２億４６百万円となりました。
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(3)資本の財源および資金の流動性についての分析

当社グループの資金の状況は次のとおりであります。

当連結会計年度の連結キャッシュ・フローについては、営業活動によるキャッシュ・フローは１億８百

万円の収入となりました。これは、税金等調整前当期純損失１８５億７１百万円、減価償却費８１億３２百

万円、売上債権の減少２０７億３４百万円などによるものです。

　

投資活動によるキャッシュ・フローは３３億３１百万円の支出となりました。これは、合理化および改造

改善投資による固定資産の取得などを行ったことによるものであります。

　

財務活動によるキャッシュ・フローは１８億２３百万円の収入となりました。これは、有利子負債の増加

などによるものであります。

なお、財政状況に関する主要指標は次のとおりであります。

　

　 平成20年５月期 平成21年５月期

自己資本比率（％） 24.8 19.2

時価ベースの自己資本比率（％） 15.7 10.1

債務償還年数（年） 7.0 844.5

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 7.2 0.1

注) 自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

　

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。

※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使

用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っている全ての負

債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使

用しております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度における設備投資の総額は４１億５１百万円となりました。住宅建材事業では、生産合理

化、金型投資および工場再編費用等により、２０億７６百万円の設備投資を実施いたしました。ビル建材事

業では、生産合理化、金型投資等に５億９０百万円、商業施設事業では１億１５百万円、またマテリアルその

他事業では、金型投資および工場再編投資等に１３億６９百万円の投資を実施いたしました。

　なお、上記設備投資の金額には無形固定資産及び長期前払費用への投資が含まれております。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

　　該当事項はありません。

　

(2) 国内子会社

　

会社名
事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の内容

 
帳簿価額(百万円)

 
 
従業員

数(名)
建物
及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

リース
資産

その他 合計

三協立山
アルミ
株式会社

本社
(富山県
高岡市)他

ビル建材
事業
住宅建材
事業
マテリア
ルその他
事業

本社他
16,039
〈280〉

403

23,424
(1,151)
〔119〕
〈554〉

─ 1,36341,2313,318

福光工場
(富山県
南砺市)

住宅建材
事業

生産設備 662 1,518
2,197
(128)

─ 26 4,404290

福野工場
(富山県
南砺市)

住宅建材
事業

生産設備 675 316
1,938
(113)

─ 17 2,947187

氷見工場
(富山県
氷見市)

住宅建材
事業

生産設備 514 375
996
(68)

─ 35 1,922111

新湊工場
(富山県
射水市)

ビル建材
事業

生産設備 2,437 709
4,325
(265)

─ 33 7,506496

射水工場
(富山県
射水市)

ビル建材
事業
住宅建材
事業
マテリア
ルその他
事業

生産設備 3,1532,602
4,426
(266)

─ 26510,447940

佐加野工場
(富山県
高岡市)

ビル建材
事業

生産設備 729 491
2,226
(115)

─ 34 3,482152

福岡工場
(富山県
高岡市)

ビル建材
事業
住宅建材
事業
マテリア
ルその他
事業

生産設備 964 1,041
817
(98)

─ 17 2,839203

三協マテ
リアル株
式会社

本社・工場
(東京都渋
谷区)他

マテリア
ルその他
事業

生産設備 2,8052,801
3,193
(261)

─ 2289,028604

協立アル
ミ株式会
社

本社・工場
(富山県
南砺市)

住宅建材
事業

生産設備 1,319 247
784
(119)

─ 18 2,369244

富山合金
株式会社

本社・工場
(富山県
射水市)

ビル建材
事業
住宅建材
事業
マテリア
ルその他
事業

生産設備 947 815
1,253
(117)

─ 66 3,082166

三協化成
株式会社

本社・工場
(富山県
高岡市)

ビル建材
事業
住宅建材
事業
その他事
業

生産設備 536 325
885
(100)

─ 23 1,769 89

EDINET提出書類

三協・立山ホールディングス株式会社(E01328)

有価証券報告書

 24/105



　

会社名
事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の内容

 
帳簿価額(百万円)

 
 
従業員

数(名)
建物
及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

リース
資産

その他 合計

三精工業
株式会社

本社・工場
(富山県
射水市)

商業施設
事業

生産設備 901 195
1,703
(105)

43 12 2,855218

タテヤマ
アドバンス
株式会社

本社・工場
(東京都中
央区)他

商業施設
事業

生産設備 479 188
2,677
(30)

─ 41 3,387501

ST物流
サービス
株式会社

本社
(富山県
小矢部市)
他

その他事
業

物流設備 27 35 ─ 12 25 100 318

サンクリ
エイト
株式会社

本社・工場
(富山県
南砺市)

住宅建材
事業

生産設備 17 188 ─ 4 7 219 43

　

(3) 在外子会社

会社名
事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の内容

 
帳簿価額(百万円)

 
 
従業員

数(名)
建物
及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

リース
資産

その他 合計

上海立山
商業設備
有限公司

中国
（上海市）

商業施設
事業

生産設備 224 241 ─ ─ 15 481 106

(注) １　帳簿価額のうち土地については、連結決算数値で記載しております。

２　帳簿価額のうち「その他」は工具器具及び備品であり、建設仮勘定を含んでおります。

　　なお、金額には消費税等は含まれておりません。

３　上記中土地の欄の〔　　〕内の数字は連結会社以外からの貸借中の面積を示し、外数であります。

４　上記中建物及び構築物と土地欄の〈　　〉内の数字は連結会社以外への賃貸中の価額を示し、内数であります。

５　上記のほか、連結会社以外からの主要な賃借設備は下記のとおりであります。

　

区分 セグメントの名称 設備の内容 リース期間
年間リース料
(百万円)

リース契約残高
(百万円)

三協・立山ホー
ルディングス　株
式会社

全社共通

大型ホストコン
ピューター
およびソフト
ウェア等

　５年間 531 624

三協立山アルミ
株式会社

全社共通

大型ホストコン
ピューター
およびソフト
ウェア等

　５年間 115 119
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

特記すべき事項はありません。

(2) 重要な設備の除却等

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 496,000,000

計 496,000,000

（注）平成21年８月28日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、発行可能株式総数は同日

　　　より次のとおりとなっております。

　　　発行株式総数は496,000,000株とし、各種類の株式の発行可能種類株式総数は、次のとおりとする。

　　　　普通株式　　　496,000,000株

　　　　Ａ種優先株式    7,000,000株

　　　　Ｂ種優先株式    7,000,000株

　　　　Ｃ種優先株式    7,000,000株

　　　　Ｄ種優先株式    7,000,000株

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年８月31日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 324,596,314324,596,314
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 324,596,314324,596,314― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成17年７月29日
　（注）

△4,000 324,596 ― 15,000 ― 30,000

(注)　取締役会の決議により自己株式を消却したものであります。
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(5) 【所有者別状況】

平成21年５月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府および
地方公共団
体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) 1 39 33 679 87 4 19,93720,780 －

所有株式数
(単元)

1 66,8321,85165,72414,687 7 170,657319,7594,837,314

所有株式数
の割合(％)

0.00 20.90 0.58 20.55 4.59 0.00 53.37100.00 －

(注) １　自己株式19,395,767株は、「個人その他」の欄に19,395単元、「単元未満株式の状況」の欄に767株を含めて記
載しております。

２　「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が47単元含まれております。
　

(6) 【大株主の状況】

平成21年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

住友化学株式会社 東京都中央区新川２丁目27－１ 18,572 5.72

三協・立山社員持株会 富山県高岡市早川70番地 13,910 4.29

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口４G）

東京都中央区晴海１丁目８－11 11,583 3.57

三協立山持株会 富山県高岡市早川70番地 10,200 3.14

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４丁目５－33 9,717 2.99

竹　平　和　男 富山県高岡市 9,148 2.82

株式会社北陸銀行市場金融部 富山県富山市堤町通り１丁目２－26 8,889 2.74

ＳＴ持株会 富山県高岡市早川70番地 8,778 2.70

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－11 6,263 1.93

住友軽金属工業株式会社 東京都港区新橋５丁目11番３号 6,208 1.91

計 ― 103,272 31.81

(注) １　上記のほか当社所有の自己株式19,395千株（5.98％）があります。
　　 ２　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社は、信託業務に係るものであります。

　　当事業年度末現在における信託業務に係る株式数については、当社として把握することができないため、
　　記載しておりません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の個数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

19,395,000
(相互保有株式)
普通株式　

5,764,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式　

294,600,000
294,600 ―

単元未満株式
普通株式　

4,837,314
― ―

発行済株式総数 324,596,314 ― ―

総株主の議決権 ― 294,600 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が47,000株(議決権47個)含まれ

ております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式および相互保有株式が次のとおり含まれております。
自己株式　　 　 767株
相互保有株式　　 協和紙工業株式会社 498株
　 　 　

② 【自己株式等】

平成21年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
三協・立山ホールディング
ス株式会社

富山県高岡市早川70番地 19,395,000 ― 19,395,0005.98

(相互保有株式)
アルケン工業株式会社

兵庫県尼崎市潮江５丁目
８番１号

2,861,000 ― 2,861,0000.88

協和紙工業株式会社
富山県射水市布目沢336
－2

2,093,000 ― 2,093,0000.64

ビニフレーム工業株式会社
富山県魚津市北鬼江616
番地

789,000 ― 789,000 0.24

昭栄建材株式会社
広島県広島市安芸区船越
南４丁目11-30

11,000 ― 11,000 0.00

三協立山アルミ株式会社 富山県高岡市早川70番地 9,000 ― 9,000 0.00

タテヤマ輸送株式会社
富山県射水市高木336－2
明穂輸送株式会社内

1,000 ― 1,000 0.00

計 ― 25,159,000 ― 25,159,0007.75

(注)　株主名簿上は、三協アルミニウム工業株式会社（現、三協立山アルミ株式会社）名義となっておりますが、同社が
実質的に所有していない株式が2,000株（議決権2個）あります。なお、当該株式数（2,000株）は上記「発行済株
式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めております。

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】

 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 212,216 20,779,872

当期間における取得自己株式 15,830 1,352,101

　　（注）　当期間における取得自己株式には、平成21年８月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に

よる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受けるものの募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 　 　 　 　

（単元未満株式の売渡請求による売渡） 55,813 18,831,4831,850 621,600

保有自己株式数 19,395,767― 19,409,747―

（注）　当期間における保有自己株式数には、平成21年８月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取お

よび売却による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、グループ全体の経営基盤の強化と収益力向上によって、継続的な企業価値の向上を図り、株主の

皆様のご期待に応えてまいりたいと考えております。

配当につきましては、業績状況や内部留保の充実などを勘案した上で、安定的な配当を継続して実施する

ことを基本方針としております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であり

ます。

しかしながら、期初からの業績悪化の影響が大きく、中間配当を見送らせていただきましたが、期末配当

につきましても、誠に遺憾ながら、見送らせていただきます。内部留保金につきましては、将来の事業展開に

対する設備投資および研究開発投資等の原資、また財務体質の強化に向けて有効活用してまいります。

当社は「取締役の決議によって、毎年11月30日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款

に定めております。

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 平成20年５月 平成21年５月

最高(円) 360 322 300 238 140

最低(円) 258 243 204 106 55

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。なお、当社は平成15年12月１日付をもっ

て設立しておりますので、それ以前についての該当事項はありません。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年12月 平成21年１月 ２月 ３月 ４月 ５月

最高(円) 96 91 70 72 83 83

最低(円) 81 61 55 59 67 67

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役会長 代表取締役 川　村　人　志 昭和17年５月31日生

昭和40年３月 三協アルミニウム工業㈱入社

(注)2103,000

平成５年８月 同社取締役

平成９年８月 同社常務取締役

平成11年８月 同社取締役　専務執行役員

平成12年８月 同社代表取締役社長　執行役員社長

平成15年11月 同社代表取締役社長　社長執行役員

平成15年12月 当社代表取締役会長(現任)

平成16年３月 ＳＴプロダクツ㈱取締役

平成18年６月 三協立山アルミ㈱代表取締役社長　社

長執行役員

平成21年６月 三協立山アルミ㈱取締役会長（現任）

取締役社長 代表取締役 要　明　英　雄 昭和17年10月30日生

昭和41年３月 立山アルミニウム工業㈱入社

(注)2165,200

昭和54年６月 同社取締役

昭和58年６月 同社常務取締役

昭和60年６月 同社専務取締役

平成３年６月 同社取締役副社長

平成13年６月 同社代表取締役社長

平成15年６月 同社代表取締役社長　社長執行役員

平成15年12月 当社代表取締役社長(現任)

平成16年３月 ＳＴプロダクツ㈱取締役

平成18年６月 三協立山アルミ㈱代表取締役会長 

平成21年６月 三協立山アルミ㈱取締役相談役

（現任）

専務取締役
経営企画
統括室長

駒　方　米　弘 昭和18年７月24日生

昭和43年３月 三協アルミニウム工業㈱入社

(注)2 63,295

平成９年８月 同社取締役

平成11年８月 同社取締役　上席常務執行役員

平成15年７月 同社取締役　常務執行役員

平成15年12月 当社取締役　営業統括室長

平成18年６月 当社取締役　経営企画統括室長

平成18年８月 当社常務取締役　経営企画統括室長

平成20年12月 当社専務取締役　経営企画統括室長

（現任）

常務取締役

財務経理統括
室長兼情報シ
ステム統括室

長

岡　本　　誠 昭和29年10月２日生

昭和52年４月 住友信託銀行㈱入行

(注)2 0

平成17年６月 同行東京営業第一部長

平成19年４月 プロミス㈱常務執行役員

平成19年６月 同社取締役常務執行役員

平成21年８月 当社常務取締役財務経理統括室長兼情

報システム統括室長（現任）

常務取締役
内部統制　室

長
庄　司　美　次 昭和29年２月14日生

昭和51年４月 ㈱北陸銀行入行

(注)2 0

平成17年６月 同行執行役員　総合事務部長

平成21年６月 同行常務執行役員

平成21年８月 三協立山アルミ㈱取締役　常務執行役

員（現任）

平成21年８月 当社常務取締役　内部統制室長

（現任）

取締役 　 藤　木　正　和 昭和19年12月３日生

昭和44年２月 三協アルミニウム工業㈱入社

(注)2 58,000

平成12年８月 同社常務執行役員

平成15年７月 同社執行役員

平成15年８月 同社取締役 常務執行役員

平成18年６月 三協立山アルミ㈱取締役　常務執行役

員

平成19年６月 三協マテリアル㈱代表取締役社長　社

長執行役員

平成19年８月 当社取締役（現任）

平成21年６月 三協立山アルミ㈱代表取締役社長

社長執行役員（現任）

取締役 　 熊　崎　哲　男 昭和23年５月18日生

平成46年４月 住友信託銀行㈱入行

(注)2 38,000

平成12年６月 立山アルミニウム工業㈱常務取締役

平成15年５月 同社取締役常務執行役員　ビル建材事

業本部長

平成18年６月 タテヤマアドバンス㈱取締役専務執行

役員

平成20年８月 同社代表取締役社長（現任）

平成21年８月 当社取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(株)

監査役
(常勤) 　 立　浪　重　建 昭和20年４月23日生

昭和43年３月 三協アルミニウム工業㈱入社

(注)3 61,018

平成10年６月 同社監査室長

平成11年８月 同社監査役(常勤)

平成15年12月 当社監査役

平成18年６月

平成20年８月

平成20年８月

三協立山アルミ㈱監査役（常勤）

三協立山アルミ㈱監査役

当社監査役（常勤）（現任）

監査役
(常勤) 　 竹　脇　文　夫 昭和25年１月25日生

昭和47年４月 立山アルミニウム工業㈱入社

(注)3 20,000

平成７年６月 同社取締役住宅建材事業部長

平成12年６月 同社常務取締役支店統括本部長

平成18年６月 三協立山アルミ㈱取締役常務執行役員

関西統括支店長

平成20年６月 同社常務執行役員内部監査担当

平成20年８月 当社監査役（常勤）（現任）

監査役 　 山　本　　毅 昭和28年６月20日生

昭和56年４月 嘉野幸太郎法律事務所勤務

(注)3 0昭和60年４月 山本毅法律事務所開設（現在に至る）

平成18年８月 当社監査役（現任）

監査役 　 荒　木　二　郎 昭和25年２月24日生

平成47年４月 住友信託銀行㈱入行

(注)4 0

平成11年６月 同行執行役員　神戸支店長

平成16年６月 同行取締役兼専務執行役員

平成18年６月 住信リース㈱代表取締役社長

平成20年６月 住友信託銀行㈱顧問（現任）

　 住友不動産㈱顧問（現任）

平成21年８月 当社監査役（現任）

計 508,513

(注) １　山本毅および荒木二郎の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
２　取締役の任期は、平成21年５月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年５月期に係る定時株主総会終結の
時までであります。

３　任期は、平成20年５月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年５月期に係る定時株主総会終結の時までで
あります。

４　任期は、平成21年５月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年５月期に係る定時株主総会終結の時までで

あります。

５　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役を１名選出しております。補欠監
査役の略歴は以下のとおりであります。　　　　　　

　

氏名 生年月日 略　歴 任期
所有株式数
(株)

黒　崎　康　夫 昭和20年12月２日生

昭和43年４月 日本開発銀行（現　日本政策投資銀行）入行 　

46,000

平成７年４月 同行審査部長 　
平成８年６月 (財)日本経済研究所専務理事 　
平成10年６月 埼玉高速鉄道㈱常務取締役 (注)
平成15年８月 三協アルミニウム工業㈱監査役（常勤） 　
平成16年３月 ＳＴプロダクツ㈱監査役 　
平成18年６月 三協立山アルミ㈱監査役（常勤）（現任） 　

(注)　　補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　
コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、持株会社である当社のもと、株主およびその他ステークホルダー、そして社会からの信

頼を築き共に発展していくことを経営の基本方針としており、そのために、コーポレート・ガバナンスの

強化を図り企業価値の向上に努めることが、経営の重要課題の一つと位置付けております。 

具体的には、持株会社体制のもと、経営の監督と業務執行を分離して、持株会社である当社はグループ経営

計画および経営戦略の策定、傘下のグループ会社の指導・監督とともに、ステークホルダーへの説明責任

を果たし透明性を確保していくことが重要な役割であると認識しております。一方、グループ会社は、それ

ぞれの事業領域と機能の中で明確な事業責任を負い、市場競争力をより一層強化することでグループ全体

の価値向上を図ってまいります。

　

（１）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

①会社の機関の内容

当社およびグループ各社は監査役制度を採用しております。当事業年度末現在、当社の監査役会は社外

監査役２名を含む４名で構成されております。 

　取締役会は当該事業年度現在、社内取締役６名（本報告書提出日現在は７名）で構成されており、経営に

関する重要事項を決定するとともに、グループ全体の基本的な経営戦略の決定とグループ経営全般の監督

を行っております。 

　当社ならびに当社の主要子会社である三協立山アルミ株式会社、三協マテリアル株式会社、タテヤマアド

バンス株式会社では、執行役員制を導入し、業務執行責任の明確化と意思決定の迅速化を図っております。

　また、事業年度に関する責任を明確にし、緊張感を持って経営にあたるとともに、経営環境の変化に迅速

に対応できる経営体制を構築するため、取締役および執行役員の任期を１年としております。 

　グループ全体の経営課題および子会社各社の重要事項について審議を行うために、取締役社長が議長と

なり、取締役、執行役員および常勤監査役を構成員とする経営会議を毎月１回以上開催しております。な

お、経営会議の審議を経た子会社各社の重要事項につきましては、定められた手続きに従い各々が責任を

もって決定し執行いたしております。

　

②内部統制システムとリスク管理体制の整備の状況

適正な業務執行、財務報告の信頼性および関連法規の遵守を確保するために、各種社内ルールを設定し、

職務権限とその責任を明確にするなど内部統制システムの充実を図っております。 

　また、平成18年５月開催の取締役会で「取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保す

るための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制

（内部統制システム）」の構築に関する基本方針を決議しております。

　

＜内部統制システムの整備状況＞

・コンプライアンス体制につきましては、取締役会長を委員長とする「ＳＴＨＤＧコンプライアンス委員

会」を設けるとともに、推進専任部署としてコンプライアンス推進部（本報告書提出日現在は内部統制

室に改組）を設置しております。また、「コンプライアンス規程」「コンプライアンス行動基準」を制定

し、冊子にして全役員・従業員に配布しております。さらにコンプライアンス講習会の実施など、コンプ

ライアンスに係る体制整備とグループ全体でのコンプライアンス意識の醸成を進めております。

・従業員からの直接通報窓口として「コンプライン」を設置しております。

・リスク管理体制としては、「リスク管理規程」を制定し、全社的なリスク管理を統括し、その推進に関わ

る課題・対応策を協議・承認する組織として取締役社長を委員長とする「リスク管理委員会」を設置し

ました。また、子会社各社と連携した危機管理体制とその運用マニュアルを整備し、未然防止から発生対

応までの対策を講じております。
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③内部監査および監査役監査、会計監査の状況

内部監査につきましては、当社および当社の主要子会社に内部監査部門を設置し、各社の業務運営に対

する監査を定期的に実施しています。各社の監査状況は月次監査部門長会議において確認し、監査方針・

監査情報の共有化を図っております。当事業年度末における当社および当社の主な子会社（三協立山アル

ミ株式会社、三協マテリアル株式会社、タテヤマアドバンス株式会社）の内部監査部門の人員は合計13名

（本報告書提出日現在は11名）であります。 

　監査役会は４名（うち常勤監査役２名、社外監査役２名）で構成し、各監査役は監査役会で定めた監査方

針、監査計画、監査業務の分担等に従い、取締役会をはじめ主要会議体への出席や重要な決裁書類を閲覧

し、取締役の業務執行に関して適法性と妥当性の監査に努めるとともに経営トップと定期的に会合を持ち

意見交換を行っております。また、グループの「監査役連絡会」「常任幹事会」を設置し、グループ各社の

監査役がお互いに情報交換に努めるなど連携強化を図っております。 

　会計監査につきましては、会社法ならびに金融商品取引法に基づく監査法人に「あずさ監査法人」を選

任しております。あずさ監査法人ならびに当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社との間に

は特別な利害関係はありません。 

　当事業年度において当社の監査業務を執行した公認会計士は、浜田亘、近藤久晴および金田栄悟であり、

あずさ監査法人に所属しております。なお、監査業務に係る補助者は公認会計士９名その他13名（会計士

補、公認会計士試験合格者およびシステム監査担当者）であります。 

　監査役、監査室および会計監査人は、定期的に意見交換を行うなど密接な連携を取りながら良質なコーポ

レート・ガバナンスの確立に努めております。

　

④会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

社外監査役と当社とは人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

　

（２） 役員報酬の内容

当事業年度における当社の役員に対する報酬は、取締役９名に支払った報酬として90百万円および監査

役５名に支払った報酬として34百万円（うち社外監査役に対しては９百万円）であります。

　

（３） 取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

　

（４） 責任限定契約の内容の概要

当社は社外監査役と会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の賠償責任を限定する契

約を締結しております。なお当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令の定める最低限度額であります。

　

（５） 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。 

　また、取締役の選任については、累積投票によらない旨を定款で定めております。

　

（６） 取締役会で決議することができる株主総会決議事項

当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行できるようにするため、会社法第165条第２

項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款

で定めております。 

　また、当社は、株主に対し機動的な利益還元を行えるようにするため、取締役会の決議によって、毎年11月

30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款で定めております。
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（７） 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会特別決議に必要な定足数の確保をより確実にするため、会社法第309条第２項の規定に

よる株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。

　

（８） 優先株式について議決権を有しないこととしている理由

資本の増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためであります。

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 ― ― 65 33

連結子会社 ― ― 30 ―

計 ― ― 95 33

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外に財務デューデリジェンス調査

業務を委託しております。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

当社は、会計監査人に対する監査報酬については、会計監査人より、当事業年度の監査業績、並びに、

翌事業年度の監査方針及び監査計画等を聴取した上、適正な監査を遂行する上で必要な金額を、監査役

会の同意を得て、決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表および財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成19年６月１日から平成20年５月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規

則に基づき、当連結会計年度（平成20年６月１日から平成21年５月31日まで）は、改正後の連結財務諸

表規則に基づいて作成しております。

　

（2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成19年６月１日から平成20年５月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基

づき、当事業年度（平成20年６月１日から平成21年５月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。

　

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成19年６月１日から平成

20年５月31日まで)および前事業年度(平成19年６月１日から平成20年５月31日まで)並びに当連結会計年

度(平成20年６月１日から平成21年５月31日まで)および当事業年度(平成20年６月１日から平成21年５月

31日まで)の連結財務諸表および財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年５月31日)

当連結会計年度
(平成21年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 18,607 17,273

受取手形及び売掛金 ※１, ※６
 77,341

※１, ※６
 56,509

たな卸資産 35,836 －

商品及び製品 － 11,844

仕掛品 － 16,223

原材料及び貯蔵品 － 2,919

繰延税金資産 462 281

その他 4,181 3,918

貸倒引当金 △2,545 △2,493

流動資産合計 133,883 106,477

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 36,891 34,230

機械装置及び運搬具（純額） 15,160 13,127

土地 55,631 54,811

リース資産（純額） － 139

建設仮勘定 78 6

その他（純額） 2,814 2,303

有形固定資産合計 ※１, ※２, ※４, ※５
 110,575

※１, ※２, ※４, ※５
 104,619

無形固定資産

のれん 186 －

リース資産 － 252

その他 731 1,119

無形固定資産合計 917 1,372

投資その他の資産

投資有価証券 ※１, ※３
 15,159

※１, ※３
 11,223

長期貸付金 374 371

繰延税金資産 426 229

その他 ※３
 8,583

※３
 6,272

貸倒引当金 △4,550 △2,976

投資その他の資産合計 19,993 15,120

固定資産合計 131,486 121,111

資産合計 265,370 227,589
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年５月31日)

当連結会計年度
(平成21年５月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※１, ※６
 65,605

※１, ※６
 43,386

短期借入金 ※１
 33,629

※１
 39,018

1年内償還予定の転換社債型新株予約権付社
債

5,999 －

1年内返済予定の長期借入金 ※１
 18,442

※１
 18,611

リース債務 － 91

ファクタリング未払金 13,449 10,675

未払法人税等 439 393

繰延税金負債 8 82

その他 ※１, ※６
 13,977

※１, ※６
 22,553

流動負債合計 151,553 134,813

固定負債

社債 － 200

長期借入金 ※１
 30,802

※１
 33,414

リース債務 － 336

退職給付引当金 4,726 4,115

役員退職慰労引当金 277 244

繰延税金負債 3,083 1,891

土地再評価に係る繰延税金負債 6,908 6,762

負ののれん 275 206

その他 ※１
 1,344

※１
 1,107

固定負債合計 47,418 48,280

負債合計 198,971 183,094

純資産の部

株主資本

資本金 15,000 15,000

資本剰余金 37,544 37,516

利益剰余金 17,201 △2,648

自己株式 △6,083 △6,077

株主資本合計 63,661 43,790

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,518 △768

繰延ヘッジ損益 94 △124

土地再評価差額金 ※４
 553

※４
 698

為替換算調整勘定 86 91

評価・換算差額等合計 2,253 △104

少数株主持分 483 809

純資産合計 66,398 44,495

負債純資産合計 265,370 227,589
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年6月1日
 至 平成20年5月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年6月1日
 至 平成21年5月31日)

売上高 335,439 277,767

売上原価 ※１, ※３
 263,836

※１, ※３
 223,768

売上総利益 71,603 53,998

販売費及び一般管理費 ※２, ※３
 69,665

※２, ※３
 61,640

営業利益又は営業損失（△） 1,938 △7,642

営業外収益

受取利息 74 49

受取配当金 250 197

保険配当金等収入 274 276

スクラップ売却益 422 308

受取ライセンス料 － 165

負ののれん償却額 80 70

その他 747 489

営業外収益合計 1,848 1,558

営業外費用

支払利息 1,662 1,470

売上割引 840 751

退職給付費用 381 380

持分法による投資損失 59 19

その他 439 627

営業外費用合計 3,381 3,248

経常利益又は経常損失（△） 404 △9,332

特別利益

固定資産売却益 ※４
 99

※４
 171

投資有価証券売却益 191 18

貸倒引当金戻入額 343 138

国庫補助金 － 100

その他 107 75

特別利益合計 742 503

特別損失

固定資産売却損 ※５
 254

※５
 109

固定資産除却損 ※６
 547

※６
 482

製品不具合対策費用 － 1,975

アルミ地金長期購入契約解約損 － 2,442

特別退職金 ※８
 161

※８
 3,126

固定資産圧縮損 ※９
 －

※９
 95

その他 ※７
 383

※７
 1,511

特別損失合計 1,346 9,742

税金等調整前当期純損失（△） △199 △18,571

法人税、住民税及び事業税 1,043 540

法人税等調整額 1,299 160

法人税等合計 2,343 700

少数株主利益又は少数株主損失（△） 80 △25

当期純損失（△） △2,623 △19,246
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年6月1日
 至 平成20年5月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年6月1日
 至 平成21年5月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 15,000 15,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 15,000 15,000

資本剰余金

前期末残高 37,551 37,544

当期変動額

自己株式の処分 △7 △27

当期変動額合計 △7 △27

当期末残高 37,544 37,516

利益剰余金

前期末残高 21,170 17,201

当期変動額

剰余金の配当 △1,527 △458

当期純損失（△） △2,623 △19,246

連結子会社増加による増加高 275 －

土地再評価差額金の取崩 △94 △144

当期変動額合計 △3,969 △19,849

当期末残高 17,201 △2,648

自己株式

前期末残高 △6,058 △6,083

当期変動額

自己株式の取得 △39 △39

自己株式の処分 13 45

当期変動額合計 △25 6

当期末残高 △6,083 △6,077

株主資本合計

前期末残高 67,663 63,661

当期変動額

剰余金の配当 △1,527 △458

当期純損失（△） △2,623 △19,246

自己株式の取得 △39 △39

自己株式の処分 6 17

連結子会社増加による増加高 275 －

土地再評価差額金の取崩 △94 △144

当期変動額合計 △4,001 △19,871

当期末残高 63,661 43,790
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年6月1日
 至 平成20年5月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年6月1日
 至 平成21年5月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 3,466 1,518

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,947 △2,287

当期変動額合計 △1,947 △2,287

当期末残高 1,518 △768

繰延ヘッジ損益

前期末残高 302 94

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△207 △219

当期変動額合計 △207 △219

当期末残高 94 △124

土地再評価差額金

前期末残高 459 553

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

94 144

当期変動額合計 94 144

当期末残高 553 698

為替換算調整勘定

前期末残高 127 86

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△40 4

当期変動額合計 △40 4

当期末残高 86 91

評価・換算差額等合計

前期末残高 4,355 2,253

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,101 △2,357

当期変動額合計 △2,101 △2,357

当期末残高 2,253 △104

少数株主持分

前期末残高 747 483

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △263 325

当期変動額合計 △263 325

当期末残高 483 809
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年6月1日
 至 平成20年5月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年6月1日
 至 平成21年5月31日)

純資産合計

前期末残高 72,765 66,398

当期変動額

剰余金の配当 △1,527 △458

当期純損失（△） △2,623 △19,246

自己株式の取得 △39 △39

自己株式の処分 6 17

連結子会社増加による増加高 275 －

土地再評価差額金の取崩 △94 △144

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,364 △2,032

当期変動額合計 △6,366 △21,903

当期末残高 66,398 44,495
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年6月1日
 至 平成20年5月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年6月1日
 至 平成21年5月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △199 △18,571

減価償却費 8,284 8,132

減損損失 85 655

製品不具合対策費用 － 1,975

アルミ地金長期購入契約解約損 － 2,442

特別退職金 － 3,126

のれん償却額 385 139

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,473 △419

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,180 △613

前払年金費用の増減額（△は増加） △261 332

受取利息及び受取配当金 △324 △247

支払利息 1,662 1,470

持分法による投資損益（△は益） 59 19

投資有価証券売却損益（△は益） △191 △17

投資有価証券評価損益（△は益） 105 555

固定資産売却損益（△は益） － △61

固定資産売却益 △99 －

固定資産売却損 254 －

固定資産除却損 547 482

売上債権の増減額（△は増加） 12,517 20,734

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,975 4,861

仕入債務の増減額（△は減少） △17,076 △22,770

その他の負債の増減額（△は減少） 7,212 △1,832

その他 334 1,359

小計 14,618 1,752

利息及び配当金の受取額 330 254

利息の支払額 △1,643 △1,486

法人税等の支払額 △1,407 △326

その他 － △84

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,896 108
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年6月1日
 至 平成20年5月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年6月1日
 至 平成21年5月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,015 △613

定期預金の払戻による収入 1,222 689

有形固定資産の取得による支出 △5,067 △3,891

有形固定資産の売却による収入 1,394 733

投資有価証券の取得による支出 △1,775 △310

投資有価証券の売却による収入 515 80

貸付けによる支出 △212 △160

貸付金の回収による収入 315 299

その他の支出 △189 △781

その他の収入 183 623

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,627 △3,331

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △5,013 5,391

ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △62

長期借入れによる収入 14,805 22,128

長期借入金の返済による支出 △18,587 △19,346

社債の発行による収入 － 198

社債及び転換社債型新株予約権付社債の償還に
よる支出

△1,050 △5,999

自己株式の売却による収入 6 5

自己株式の取得による支出 △31 △20

配当金の支払額 △1,526 △467

少数株主への配当金の支払額 △2 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △11,399 1,823

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 △1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,132 △1,400

現金及び現金同等物の期首残高 21,546 17,871

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 457 39

現金及び現金同等物の期末残高 ※１
 17,871

※１
 16,510
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

項目
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社は５１社であります。

　　主要な連結子会社は、三協立山アル

ミ㈱、ＳＴプロダクツ㈱、三協マテリ

アル㈱、協立アルミ㈱、富山合金㈱、

三協化成㈱、三精工業㈱、タテヤマア

ドバンス㈱、ＳＴ物流サービス㈱、サ

ンクリエイト㈱であります。

　三協マテリアル㈱は、三協立山アルミ

㈱とＳＴプロダクツ㈱が共同して新

設分割を行ったことにより、平成19

年６月１日付で設立されました。　

　　また、当連結会計年度中に、下記の連

結子会社がそれぞれ合併等をいたし

ました。北海道立山アルミ㈱は㈱

サッポロ三協立山販売、道北たてや

ま㈱と合併し、㈱三協テック北海道

に、㈱七尾三協は石川立山サッシ販

売㈱、㈱能登立山サッシ販売と合併

し、㈱三協テック北陸に、それぞれ社

名を変更いたしました。

　　㈱三協テック関東は埼京たてやま

㈱、東関東たてやま㈱および三協ア

ルミテック㈱を合併し、㈱三協テッ

ク富山はトヤマ三協テクノ㈱、立山

サッシ販売㈱を合併いたしました。

　　㈱三協テック東北と東北立山アルミ

販売㈱は合併し、㈱三協テック東北

へ、㈱三協テック新潟と新潟たてや

ま㈱は合併し、㈱三協テック新潟へ、

㈱三協テック東海と㈱三協テック静

岡は合併し、㈱三協テック東海へ、㈱

三協テック西日本と㈱九州立山は合

併し、㈱三協テック西日本となりま

した。

　　なお、岩手立山流通㈱は㈱三協テッ

ク北東北へ、北関東三協販売㈱は㈱

三協テック北関東へ、四国三協販売

㈱は㈱三協テック四国に、それぞれ

社名を変更いたしました。

　　従来、持分法適用非連結子会社で

あった三協建具工業㈱は、重要性が

増したため、当連結会計年度より連

結子会社となりました。

　　持分法非適用非連結子会社であった

三協インシュアランスサービス㈱、

三協設備サービス㈱およびショート

クテクノ㈱は、重要性が増したため、

当連結会計年度より連結子会社とな

りました。

(1) 連結子会社は４８社であります。

　　主要な連結子会社は、三協立山アル

ミ㈱、三協マテリアル㈱、協立アルミ

㈱、富山合金㈱、三協化成㈱、三精工

業㈱、タテヤマアドバンス㈱、ＳＴ物

流サービス㈱、サンクリエイト㈱で

あります。

　なお、平成20年６月１日付で三協立山

アルミ㈱とＳＴプロダクツ㈱は、三

協立山アルミ㈱を存続会社として合

併いたしました。

　また、東部九州立山㈱は福岡三協

サッシ㈱の事業を譲受するととも

に、九州三協テクノ㈱に社名を変更

いたしました。

　　従来、持分法適用非連結子会社で

あったアルケン工業㈱は、重要性が

増したため、当連結会計年度より連

結子会社となりました。

　福岡三協サッシ㈱、㈱群馬三協およ

び㈱サンテック北陸は、当連結会計

年度中に清算結了したことに伴い、

当連結会計年度より連結の範囲から

除外しております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　 　　中京立山サッシ販売㈱、㈱関西立山、

岡山中央三協販売㈱および㈱中国立

山は、当連結会計年度中に清算結了

したことに伴い、当連結会計年度よ

り連結の範囲から除外しておりま

す。

　

　 (2) 非連結子会社は１７社でありま

す。

　　主要な非連結子会社は、アルケン工

業㈱、サンリード㈱であります。

 

(2) 非連結子会社は１５社でありま

す。

　　主要な非連結子会社は、サンリード

㈱であります。

　 　連結の範囲から除いた理由

　　非連結子会社１７社はいずれも小規

模であり、合計の総資産、売上高、当

期純損益(持分に見合う額)および利

益剰余金(持分に見合う額)等はいず

れも連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため、連結の範囲から

除いております。

　連結の範囲から除いた理由

　　非連結子会社１５社はいずれも小規

模であり、合計の総資産、売上高、当

期純損益(持分に見合う額)および利

益剰余金(持分に見合う額)等はいず

れも連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため、連結の範囲から

除いております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

２　持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法を適用した非連結子会社数

２社

(1) 持分法を適用した非連結子会社数

１社

　 　　アルケン工業㈱、サンリード㈱であ

ります。

　　従来、持分法適用非連結子会社で

あった三協建具工業㈱は、重要性が

増したため、当連結会計年度より連

結子会社となり持分法の適用範囲か

ら除いております。

　　従来、持分法適用非連結子会社で

あったアルケン工業㈱は、重要性が

増したため、当連結会計年度より連

結子会社となり持分法の適用範囲か

ら除いております。

　 (2) 持分法を適用した関連会社数

８社

(2) 持分法を適用した関連会社数

８社

　 　　主な関連会社は、ビニフレーム工業

㈱、㈱ホテルニューオータニ高岡で

あります。従来、持分法適用関連会社

であった㈱ホームセンタータテヤマ

は、当社グループが保有する同社の

株式を第三者に譲渡したため、当連

結会計年度より持分法の適用から除

外しております。

　主な関連会社は、ビニフレーム工業

㈱、㈱ホテルニューオータニ高岡で

あります。

　 (3) 持分法を適用しない非連結子会社

および関連会社のうち主要な会社等

の名称

(3) 持分法を適用しない非連結子会社

および関連会社のうち主要な会社等

の名称

　 　　主要な非連結子会社

　　　　三協ワシメタル㈱

　　主要な関連会社

　　　　㈱アイシン

　　主要な非連結子会社

　　　　三協ワシメタル㈱

　　主要な関連会社

　　　　㈱アイシン

　 　持分法を適用しない理由

持分法を適用しない非連結子会社

および関連会社は、それぞれ当期純利

益(持分に見合う額)および利益剰余

金(持分に見合う額)等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適用から除外

しております。

　持分法を適用しない理由

持分法を適用しない非連結子会社

および関連会社は、それぞれ当期純利

益(持分に見合う額)および利益剰余

金(持分に見合う額)等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適用から除外

しております。

　 (4) 持分法の適用手続について特に記

載する必要があると認められる事項

　　持分法適用会社のうち、決算日が異

なる会社については、当該会社の事

業年度に係る財務諸表を使用してお

ります。

(4) 持分法の適用手続について特に記

載する必要があると認められる事項

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

 

　連結子会社のうち、三協立山アルミ㈱

ほか１４社の決算日は全て連結決算日

と同一であります。

　また、㈱三協テック関東および㈱三協

テック関西他３２社は３月31日、㈱エ

スケーシーは４月30日を決算日として

おりますが、いずれも連結決算日との

差異が３ヶ月以内のため、そのまま連

結しております。

　なお、タテヤマアドバンス㈱は、当連

結会計年度において決算日を５月31日

に変更しております。

　また、上海立山商業設備有限公司の決

算日は12月31日のため、３月31日現在

で実施した仮決算に基づく財務諸表を

使用しております。

　なお、当該会社との決算日と連結決算

日との間に生じた重要な取引について

は、必要な調整を行っております。

　連結子会社のうち、三協立山アルミ㈱

ほか１３社の決算日は全て連結決算日

と同一であります。

　また、アルケン工業㈱は２月28日、㈱

三協テック関東および㈱三協テック関

西他２９社は３月31日、㈱エスケー

シーは４月30日を決算日としておりま

すが、いずれも連結決算日との差異が

３ヶ月以内のため、そのまま連結して

おります。

　なお、当該会社との決算日と連結決算

日との間に生じた重要な取引について

は、必要な調整を行っております。

 また、上海立山商業設備有限公司の決

算日は12月31日のため、３月31日現在

で実施した仮決算に基づく財務諸表を

使用しております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

４　会計処理基準に関する事

項

 

(1) 重要な資産の評価基準および評価

方法

　①　有価証券

(1) 重要な資産の評価基準および評価

方法

　①　有価証券

　 　　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　　連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法によっております。

(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定してお

ります。)

　　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　　同左

　 　　　時価のないもの

　　　　　移動平均法による原価法によっ

ております。

時価のないもの

同左

　 　②　たな卸資産

　　　主として移動平均法による原価法

によっております。

　②　たな卸資産

　　　主として移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により

算定）によっております。

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

　 　①　有形固定資産

　　建物（建物附属設備を除く）

　　平成10年３月31日以前に取得したも

の 

…法人税法に規定する旧定率法

　　平成10年４月１日から平成19年３月

31日までに取得したもの 

…法人税法に規定する旧定額法

　　平成19年４月１日以降に取得したも

の 

…法人税法に規定する定額法

　　建物以外

　　平成19年３月31日以前に取得したも

の 

…法人税法に規定する旧定率法

　　平成19年４月１日以降に取得したも

の 

…法人税法に規定する定率法

　　在外子会社は定額法を採用しており

ます。

    　なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物及び
５～50年

構築物 

機械装置
５～13年

及び運搬具

　①　有形固定資産（リース資産を除

く）

　　　定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物付属設

備を除く）については定額法）を

採用しております。

　　　在外子会社は定額法を採用してお

ります。

    　なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物及び
５～50年

構築物 

機械装置
５～12年

及び運搬具

　（追加情報）

　国内連結子会社の機械装置につ

いては、従来、主な耐用年数を７年

から13年としておりましたが、法

人税法の改正による法定耐用年数

の変更に伴い、耐用年数を見直し

た結果、当連結会計年度より７年

から12年に変更いたしました。こ

れにより、営業損失、経常損失およ

び税金等調整前当期純損失は、そ

れぞれ679百万円増加しておりま

す。なお、セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載しており

ます。
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　 　②　無形固定資産

 

　　　定額法によっております。

　　　ただし、ソフトウエア(自社利用分)

については、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法に

よっております。

　②　無形固定資産（リース資産を除

く）

同左

　 　
　　

　③　リース資産

　　　所有権移転ファイナンス・リース

取引に係る資産

　自己所有の固定資産と同一の減

価償却の方法によっております。

　所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係る資産

　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。

　なお、リース取引会計基準の改正

適用初年度開始前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理を引き続き採

用しております。
 

　 (3) 重要な引当金の計上基準

　①　貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収の可

能性を検討し回収不能見込額を計

上しております。

(3)重要な引当金の計上基準

　①　貸倒引当金

同左

　 　②　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務および年金資産の見込

額に基づき当連結会計年度末にお

いて発生していると認められる額

を計上しております。

会計基準変更時差異について

は、主として15年間による按分額

を費用処理しておりますが、一部

の連結子会社は金額が僅少のため

一括償却しております。

過去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期

間内の一定の年数（8～10年）に

よる定額法により按分した額を費

用処理しております。

数理計算上の差異については、

各連結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間内の一

定の年数(10年から13年)による定

額法により、それぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理すること

としております。

　②　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務および年金資産の見込

額に基づき当連結会計年度末にお

いて発生していると認められる額

を計上しております。

　会計基準変更時差異については、

主として15年間による按分額を費

用処理しておりますが、一部の連

結子会社は金額が僅少のため一括

償却しております。

　過去勤務債務については、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間

内の一定の年数（８年から10年）

による定額法により按分した額を

費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各

連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間内の一定

の年数(10年から14年)による定額

法により、それぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理することと

しております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　 　③　役員退職慰労引当金

　　　役員に対する退職慰労金の支給に

備えるため、一部の連結子会社は、

内規に基づく期末要支給額の

100％を計上しております。

　③　役員退職慰労引当金

同左

　 (4) 重要なリース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

(4) 　――――――――――

　 (5) 重要なヘッジ会計の方法

　①　ヘッジ会計の方法

　　　ヘッジ会計対象取引は金利スワッ

プ、為替予約取引およびオイルス

ワップ取引であります。金利ス

ワップについては、特例処理の要

件を満たしておりますので、特例

処理を採用しております。為替予

約が付されている外貨建金銭債権

債務等については、振当処理を

行っております。また、オイルス

ワップ取引については繰延ヘッジ

処理を行っております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

　①　ヘッジ会計の方法

　　　ヘッジ会計対象取引は金利スワッ

プおよび為替予約取引でありま

す。金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しております。

為替予約が付されている外貨建金

銭債権債務等については、振当処

理を行っております。

　 　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

(金利関係)

ヘッジ手段―金利スワップ取引

ヘッジ対象―借入金の支払金利

　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

(金利関係)

ヘッジ手段―金利スワップ取引

ヘッジ対象―借入金の支払金利

　 (為替関係)

ヘッジ手段―為替予約

ヘッジ対象―外貨建金銭債務および

外貨建予定取引

(為替関係)

ヘッジ手段―為替予約

ヘッジ対象―外貨建金銭債務および

外貨建予定取引

 

　 (オイル関係)

ヘッジ手段―オイルスワップ取引

ヘッジ対象―燃料（重油）の予定取

引

　

　 　③　ヘッジ方針

将来における金利変動リスク、為替

相場の変動リスクおよび燃料の価格

変動リスクの回避を目的として行っ

ております。

　③　ヘッジ方針

将来における金利変動リスク、為替

相場の変動リスクの回避を目的とし

て行っております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　 　④　ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては、すべ

て特例処理の要件を満たすもので

あり、金融商品に係る会計基準に

基づき有効性評価を省略しており

ます。また、為替予約の締結時に、

リスク管理方針に従って、外貨建

による同一金額で同一期日の為替

予約をそれぞれ振当てているた

め、その後の為替相場の変動によ

る相関関係は完全に確保されてい

るので有効性の評価を省略してお

ります。オイルスワップについて

は、ヘッジ対象とヘッジ手段の相

場変動を基礎に評価しておりま

す。

　④　ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては、すべ

て特例処理の要件を満たすもので

あり、金融商品に係る会計基準に

基づき有効性評価を省略しており

ます。また、為替予約の締結時に、

リスク管理方針に従って、外貨建

による同一金額で同一期日の為替

予約をそれぞれ振当てているた

め、その後の為替相場の変動によ

る相関関係は完全に確保されてい

るので有効性の評価を省略してお

ります。

　 (6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

　①　　――――――――――

　　　

 

　②　消費税等の会計処理

　　　税抜きの会計処理を行っておりま

す。

(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

　①　繰延資産の処理方法

　　　社債発行費は支出時に全額費用と

して処理しております。

　②　消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産および

負債の評価に関する事項

　全面時価評価法を採用しております。
同左

６　のれんおよび負ののれん

の償却に関する事項

　 のれんおよび負ののれんはいずれも

５年間で均等償却しているものと、

金額が僅少のため、発生年度に全額

償却しているものがあります。

同左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金およ

び容易に換金可能であり、かつ価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する流動性の高い短期的な投資か

らなっております。

同左

 

　

　

EDINET提出書類

三協・立山ホールディングス株式会社(E01328)

有価証券報告書

 53/105



【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　 (1)「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、

従来、主として移動平均法による原価法によっており

ましたが、当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号平成18年７月５

日）が適用されたことに伴い、主として移動平均法に

よる原価法（貸借対照表価額にについては収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）により算定しておりま

す。

これにより、営業損失、経常損失および税金等調整前

当期純損失は、それぞれ111百万円増加しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。

 

(2)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理

に関する当面の取扱い」の適用

当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における

在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務

対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決

算上必要な修正を行っております。

　なお、これによる連結財務諸表に与える影響は軽微で

あります。

 

(3)「リース取引に関する会計基準」等の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当連結会計年度より、「リース取

引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５

年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３

月30日改正））および「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６

年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、

平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用し

ております。

これによる連結財務諸表に与える影響は軽微であり

ます。
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前連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　 (4)たな卸資産の評価方法の変更

連結子会社である富山合金㈱は、たな卸資産の評価

方法については、従来、後入先出法による原価法によっ

ておりましたが、当連結会計年度より、移動平均法によ

る原価法に変更しております。この変更は、近年のアル

ミ地金の市場価格の大幅な変動により、たな卸資産の

貸借対照表価額と市場との乖離傾向が顕著になってき

たこと、また、会計基準の国際的動向を踏まえ、市場価

格の変動をたな卸資産の貸借対照表価額に反映し、財

政状態をより適切に表示することを目的として行った

ものであります。 

　これにより、営業損失、経常損失および税金等調整前

当期純損失は、それぞれ618百万円増加しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。

 

　

【表示方法の変更】

　
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

（連結貸借対照表） 

(1)当連結会計年度より、流動負債のファクタリング未払

金は負債及び純資産の合計額の5/100を超えたため、区分

掲記することといたしました。

　なお、前連結会計年度末のファクタリング未払金は「支

払手形及び買掛金」に6,170百万円、流動負債「その他」

に214百万円含まれております。

（連結損益計算書） 

(1)前連結会計年度において、特別利益「その他」に含め

て表示しておりました貸倒引当金戻入益（前連結会計年

度79百万円）については、特別利益の総額の10/100を超

えることとなったため、当連結会計年度においては区分

掲記することといたしました。

(2)前連結会計年度において、特別損失で区分掲記してい

た減損損失（当連結会計年度85百万円）および統合費用

（当連結会計年度43百万円）については、特別損失の総

額の10/100以下のため当連結会計年度より特別損失「そ

の他」に含めて表示しております。

（連結貸借対照表）

(1)財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

20年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴

い、前連結会計年度において「たな卸資産」として掲記

されていたものは、当連結会計年度から「商品及び製

品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記してお

ります。

　なお、前連結会計年度末の「たな卸資産」に含まれる

「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、

それぞれ14,533百万円、15,786百万円、5,517百万円であ

ります。

（連結損益計算書）

　(1)前連結会計年度において、営業外収益「その他」に

含めて表示しておりました受取ライセンス料（前連結会

計年度153百万円）については、営業外収益の総額の

10/100を超えることとなったため、当連結会計年度より

区分掲記しております。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成20年５月31日)

当連結会計年度
(平成21年５月31日)

※１　担保に供している資産および担保付債務 ※１　担保に供している資産および担保付債務

担保に供している資産
担保権設定の原因
となっている債務

種類
期末簿価
(百万円)

内容
期末残高
(百万円)

受取手形及び
売掛金

14
支払手形及び
買掛金

248

建物及び
構築物

20,365短期借入金 140

機械装置及び
運搬具

629
一年内に 
返済予定の 
長期借入金

1,337

土地 29,672
その他 
流動負債

7
 

その他
有形固定資産

4長期借入金 884

投資有価証券 540
その他 
固定負債

23

合計 51,227合計 2,640

　

担保に供している資産
担保権設定の原因
となっている債務

種類
期末簿価
(百万円)

内容
期末残高
(百万円)

受取手形及び
売掛金

9
支払手形及び
買掛金

124

建物及び
構築物

21,680短期借入金 220

機械装置及び
運搬具

556
一年内に 
返済予定の 
長期借入金

14,689

土地 34,544
その他 
流動負債

7

その他
有形固定資産

8長期借入金 29,287

投資有価証券 402
その他 
固定負債

7

合計 57,202合計 44,336

　 　

　　　上記のうち工場財団に供しているもの 　　　上記のうち工場財団に供しているもの

担保に供している資産
担保権設定の原因
となっている債務

種類
期末簿価
(百万円)

内容
期末残高
(百万円)

建物及び
構築物

19,735
一年内に
返済予定の
長期借入金

1,266

機械装置及び
運搬具

629長期借入金 606

土地 27,164　 　

その他
有形固定資産

2 　 　

合計 47,531合計 1,873

　

担保に供している資産
担保権設定の原因
となっている債務

種類
期末簿価
(百万円)

内容
期末残高
(百万円)

建物及び
構築物

21,302
一年内に
返済予定の
長期借入金

14,606

機械装置及び
運搬具

556長期借入金 29,089

土地 32,251　 　

その他
有形固定資産

7 　 　

合計 54,117合計 43,696

　 　

※２　有形固定資産の減価償却累計額 212,917百万円
　

※２　有形固定資産の減価償却累計額 214,236百万円

※３　非連結子会社および関連会社に係る注記

　　　非連結子会社および関連会社に対するものは次のと

おりであります。

　　　　投資有価証券(株式)
　　　　投資その他の資産(出資金)

2,642百万円
70百万円

※３　非連結子会社および関連会社に係る注記

　　　非連結子会社および関連会社に対するものは次のと

おりであります。

　　　　投資有価証券(株式)
　　　　投資その他の資産(出資金)

2,462百万円
70百万円
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　 前連結会計年度
(平成20年５月31日)

当連結会計年度
(平成21年５月31日)

※４　連結子会社の三協立山アルミ株式会社、協立アルミ

株式会社、平成13年12月１日付で三協立山アルミ株

式会社と合併した富山軽金属工業株式会社および平

成19年６月１日付で三協立山アルミ株式会社より会

社分割した三協マテリアル株式会社は、土地の再評

価に関する法律（平成10年３月31日公布　法律第34

号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、土地再

評価差額金を純資産の部に計上しております。

 

※４　連結子会社の三協立山アルミ株式会社、協立アルミ

株式会社、平成13年12月１日付で三協立山アルミ株

式会社と合併した富山軽金属工業株式会社および平

成19年６月１日付で三協立山アルミ株式会社より会

社分割した三協マテリアル株式会社は、土地の再評

価に関する法律（平成10年３月31日公布　法律第34

号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、土地再

評価差額金を純資産の部に計上しております。

　　再評価の方法

　　　主に土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布　政令第119号）第２条第５号によるとこ

ろの鑑定評価による方法としておりますが、一部に

ついては、同条第４号によるところの路線価により

算定した価額に合理的な調整を行う方法としており

ます。

再評価を行った年月日 平成13年５月31日

　 平成13年11月30日
 

　
再評価を行った土地の当連結会計年度末における時
価と再評価後の帳簿価額との差額  4,172百万円
 

　

　　再評価の方法

　　　主に土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布　政令第119号）第２条第５号によるとこ

ろの鑑定評価による方法としておりますが、一部に

ついては、同条第４号によるところの路線価により

算定した価額に合理的な調整を行う方法としており

ます。

再評価を行った年月日 平成13年５月31日

　 平成13年11月30日
 

 
再評価を行った土地の当連結会計年度末における時
価と再評価後の帳簿価額との差額  4,559百万円

　

※５　過年度に取得した有形固定資産のうち、国庫補助金

等による圧縮記帳額は以下のとおりであり、連結貸

借対照表計上額はこの圧縮記帳額を控除しておりま

す。

　　 機械装置及び運搬具 25百万円

　　 その他有形固定資産
19百万円

　　 （工具器具及び備品）

※５　有形固定資産のうち、国庫補助金等による圧縮記帳

額は以下のとおりであり、連結貸借対照表計上額は

この圧縮記帳額を控除しております。

 

　　 機械装置及び運搬具 119百万円

　　 その他有形固定資産
20百万円

　　 （工具器具及び備品）

偶発債務(債務保証)

　連結会社以外の会社および従業員の金融機関からの借

入金等に対して次のとおり債務保証を行っております。

コスモ工業㈱ 562百万円

射水ケーブルネットワーク㈱ 150百万円

従業員 36百万円

　 749百万円

偶発債務(債務保証)

　連結会社以外の会社および従業員の金融機関からの借

入金等に対して次のとおり債務保証を行っております。

コスモ工業㈱ 740百万円

射水ケーブルネットワーク㈱ 115百万円

従業員 45百万円

　 901百万円

　なお、共同保証における連帯保証については、保証総額

を記載しております。

　コスモ工業㈱については、他の連帯保証人と合意した当

企業集団の負担割合は30％であり、射水ケーブルネット

ワーク㈱については、他の連帯保証人と合意した当企業

集団の負担割合は34％であります。

　なお、共同保証における連帯保証については、保証総額

を記載しております。

　コスモ工業㈱については、他の連帯保証人と合意した当

企業集団の負担割合は30％であり、射水ケーブルネット

ワーク㈱については、他の連帯保証人と合意した当企業

集団の負担割合は34％であります。

　当連結会計年度より、一部の連結子会社は債権流動化を

目的として受取手形の譲渡を行っております。当連結会

計年度末における受取手形譲渡残高は、9,700百万円であ

ります。

　なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったた

め、期末日満期手形1,095百万円を含んでおります。

──────
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　 前連結会計年度
(平成20年５月31日)

当連結会計年度
(平成21年５月31日)

受取手形裏書譲渡高 973百万円
　

受取手形裏書譲渡高 729百万円

受取手形割引高 662百万円
　

受取手形割引高 746百万円

※６　当連結会計年度末満期日手形の会計処理において

は手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日であった

ため、次の満期手形が当連結会計年度末残高に含まれて

おります。

　　　　受取手形
　　　　支払手形
　　　　設備支払手形

1,871百万円
185百万円
97百万円

※６　当連結会計年度末満期日手形の会計処理において

は手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当連結会計年度の末日が金融機関の休日であった

ため、次の満期手形が、当連結会計年度末残高に含まれて

おります。

　　　　受取手形
　　　　支払手形
　　　　その他(設備関係支払手形)

1,643百万円
124百万円
12百万円

　当社および一部の連結子会社は運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行９行と当座貸越契約および貸出コ

ミットメントライン契約を締結しております。

　当連結会計年度末における当座貸越契約および貸出コ

ミットメントに係る借入金未実行残高等は次のとおりで

あります。

貸出コミットメントの総額 11,300百万円

借入実行残高 4,800百万円

差引額 6,500百万円

　一部の連結子会社は運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行１行と貸出コミットメントライン契約を締結

しております。

　当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る

借入金未実行残高等は次のとおりであります。

 

貸出コミットメントの総額 300百万円

借入実行残高 300百万円

差引額 ―百万円
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

────── ※１　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額

売上原価 111百万円

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は

次のとおりであります。

荷具及び運賃 9,878百万円

給料賞与 27,903百万円

退職給付費用 916百万円

役員退職慰労引当金繰入額 42百万円

賃借料 5,286百万円

減価償却費 1,034百万円

貸倒引当金繰入額 300百万円

のれんの償却額 465百万円

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は

次のとおりであります。

荷具及び運賃 8,750百万円

給料賞与 24,699百万円

退職給付費用 1,288百万円

役員退職慰労引当金繰入額 38百万円

減価償却費 1,070百万円

貸倒引当金繰入額 453百万円

のれんの償却額 210百万円

※３　研究開発費の総額

一般管理費および当期製造費用
に含まれる研究開発費

1,765百万円

※３　研究開発費の総額

一般管理費および当期製造費用
に含まれる研究開発費

1,636百万円

※４　固定資産売却益

建物及び構築物 0百万円

土地 82百万円

機械装置及び運搬具 7百万円

その他 9百万円

計 99百万円

※４　固定資産売却益

建物及び構築物 1百万円

土地 161百万円

機械装置及び運搬具 7百万円

その他 0百万円

計 171百万円

※５　固定資産売却損

建物及び構築物 147百万円

土地 84百万円

その他 22百万円

計 254百万円

※５　固定資産売却損

建物及び構築物 61百万円

土地 43百万円

その他 4百万円

計 109百万円

※６　固定資産除却損

建物及び構築物 154百万円

機械装置及び運搬具 246百万円

その他有形固定資産
（工具・器具及び備品）

146百万円

計 547百万円

※６　固定資産除却損

建物及び構築物 151百万円

機械装置及び運搬具 101百万円

その他有形固定資産
（工具・器具及び備品）

227百万円

その他 1百万円

計 482百万円
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　 前連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

※７　減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。

場所 種類 用途 金額

富山県

富山市

土地

建物及び構築物

遊休

遊休

39百万円

22百万円

北海道

北広島

市

土地 遊休 23百万円

その他 土地 遊休 0百万円

　 計 　 85百万円

（経緯）

上記遊休資産は、土地の取得価額に対する時価の著

しい下落や、今後の使用が見込めないことから減損損

失を認識いたしました。

 

（グルーピングの方法)

当社グループは事業の種類別セグメントを基礎とし

て、製品の種類・販売市場の類似性に基づきビル建材

事業・住宅建材事業・商業施設事業・マテリアルそ

の他事業としてグルーピングを行っており、将来の使

用が見込まれない遊休資産については個々の物件単

位でグルーピングをしています。なお、減損損失の種

類別内訳は建物及び構築物22百万円、土地63百万円で

あります。

 

（回収可能価額の算定方法等）

回収可能価額として正味売却価額を適用しており、時

価は不動産鑑定基準に基づく鑑定評価額もしくは固定

資産税評価額に合理的な調整を行って算出した金額を

使用しております。

 

※７　減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。

場所 種類 用途 金額

茨城県

牛久市

土地

建物及び構築物

機械及び運搬具

その他

遊休

遊休

遊休 

遊休

297百万円

290百万円

3百万円

0百万円

福島県

郡山市

土地

建物及び構築物
遊休

27百万円

3百万円

栃木県

さくら

市

土地 遊休 23百万円

福岡県

久留米

市

土地 

建物及び構築物

遊休 

遊休

1百万円

6百万円

富山県

高岡市
土地 遊休 1百万円

　 計 　 655百万円

（経緯）

上記遊休資産は、今後の使用が見込めず、土地の取

得価額に対する時価が著しく下落していることから

減損損失を認識いたしました。

 

（グルーピングの方法)

当社グループは事業の種類別セグメントを基礎とし

て、製品の種類・販売市場の類似性に基づきビル建材

事業・住宅建材事業・商業施設事業・マテリアルそ

の他事業としてグルーピングを行っており、将来の使

用が見込まれない遊休資産については個々の物件単

位でグルーピングをしています。なお、減損損失の種

類別内訳は建物及び構築物300百万円、機械及び運搬

具3百万円、その他0百万円、土地350百万円でありま

す。

 

（回収可能価額の算定方法等）

回収可能価額として正味売却価額を適用しており、時

価は不動産鑑定基準に基づく鑑定評価額もしくは固定

資産税評価額に合理的な調整を行って算出した金額を

使用しております。

 

※８　特別退職金　

    一部の連結子会社の早期割増退職金であります。

※８　特別退職金　

    一部の連結子会社の早期割増退職金であります。

────── ※９　圧縮記帳　

  固定資産圧縮損は、一部の連結子会社が国庫補助金

等で取得した資産の取得価額から直接減額した価額

であります。

機械装置及び運搬具 95百万円

その他(工具器具及び備品) 0百万円

計 95百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

１　発行済株式の種類および総数並びに自己株式の種類および株式数に関する事項

　 前連結会計

年度末

当連結会計

年度

当連結会計

年度

当連結会計

年度末
摘要

　 株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

　 （株） （株） （株） （株）

発行済株式 　 　 　 　 　

普通株式 324,596,314 ― ― 324,596,314　

合計 324,596,314 ― ― 324,596,314　

自己株式 　 　 　 　 　

普通株式 21,119,700310,827 45,429 21,385,098(注)１,２

合計 21,119,700310,827 45,429 21,385,098　

注　１　普通株式の自己株式の株式数の増加310,827株は、単元未満株式の買取りによる増加192,831

株および持分法適用会社への出資割合の増加に伴う自己株式（当社帰属分）の増加

117,996株であります。 

２　普通株式の自己株式の株式数の減少45,429株は、単元未満株式の買増請求による売渡しによ

るものであります。

 

 

２　配当に関する事項

(１) 配当金の支払　　

決議 株式の種類
配当金の １株当たり

基準日 効力発生日
総額 配当額

平成19年８月29日
普通株式 763百万円 ２円50銭平成19年５月31日平成19年８月30日

定時株主総会

平成20年１月22日
普通株式 763百万円 ２円50銭平成19年11月30日平成20年２月８日

取締役会

 

(２) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの　

決議 株式の種類
配当金の

配当の原資
１株当たり

基準日 効力発生日
総額 配当額

平成20年８月28日
普通株式 458百万円

利　益

剰余金
１円50銭

平成20年

５月31日

平成20年

８月29日定時株主総会
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　 当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１　発行済株式の種類および総数並びに自己株式の種類および株式数に関する事項

　 前連結会計

年度末

当連結会計

年度

当連結会計

年度

当連結会計

年度末
摘要

　 株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

　 （株） （株） （株） （株）

発行済株式 　 　 　 　 　

普通株式 324,596,314 ― ― 324,596,314　

合計 324,596,314 ― ― 324,596,314　

自己株式 　 　 　 　 　

普通株式 21,385,098460,466 180,81321,664,751(注)１,２

合計 21,385,098460,466 180,81321,664,751　

注　１　普通株式の自己株式の株式数の増加460,466株は、単元未満株式の買取りによる増加212,216

株および持分法適用会社が購入した自己株式（当社株式）の当社帰属分248,250株による

ものであります。 

２　普通株式の自己株式の株式数の減少180,813株は、単元未満株式の買増請求による売渡しに

よる55,813株および持分法適用会社が売却した自己株式（当社株式）の当社帰属分

125,000株によるものであります。

 

 

２　配当に関する事項

(１) 配当金の支払　　

決議 株式の種類
配当金の １株当たり

基準日 効力発生日
総額 配当額

平成20年８月28日
普通株式 458百万円 １円50銭平成20年５月31日平成20年８月29日

定時株主総会
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成20年５月31日)

現金及び預金期末残高 18,607百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△735百万円

現金及び現金同等物期末残高 17,871百万円

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成21年５月31日)

現金及び預金期末残高 17,273百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△763百万円

現金及び現金同等物期末残高 16,510百万円
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

　 　

機械装置
及び
運搬具
(百万円)

　

その他
(工具器具
及び備品)
(百万円)

　

無形固定
資産
(ソフト
ウェア)
(百万円)

　

合計
(百万円)

取得価額
相当額

　 721　 3,186　 1,633　 5,540

減価償却
累計額
相当額

　 363　 2,193　 1,192　 3,749

期末残高
相当額

　 357　 992　 441　 1,791

 
　　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

　 　

機械装置
及び
運搬具
(百万円)

　

その他
(工具器具
及び備品)
(百万円)

　

無形固定
資産
(ソフト
ウェア)
(百万円)

　

合計
(百万円)

取得価額
相当額

　 561　 2,205　 840　 3,607

減価償却
累計額
相当額

　 315　 1,666　 641　 2,623

期末残高
相当額

　 246　 538　 199　 983

 
　　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 808百万円

１年超 982百万円

合計 1,791百万円

　　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が、有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 486百万円

１年超 497百万円

合計 983百万円

　　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が、有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

　③　支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 1,088百万円

減価償却費相当額 1,088百万円

　③　支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 810百万円

減価償却費相当額 810百万円

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

２　オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料

１年以内 5百万円

１年超 14百万円

合計 20百万円

 

２　ファイナンス・リース取引

(1)　所有権移転ファイナンス・リース取引

　　①　リース資産の内容

　　有形固定資産

　　　商業施設事業における生産設備（機械装置及び運搬

具）であります。

　　②　リース資産の減価償却の方法

　　　自己所有の固定資産と同一の減価償却の方法によっ

ております。

　(2)　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　①　リース資産の内容

　　有形固定資産

　　　主として、ホストコンピューター（その他（工具器具

及び備品））であります。

　　無形固定資産

　　　主として、住宅建材事業における販売管理用ソフト

ウェアであります。

　　②　リース資産の減価償却の方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。
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前連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　 ３　オペレーティング・リース取引

　　　オペレーティング・リース取引のうち、解約不

　能のものに係る未経過リース料

１年以内 4百万円

１年超 11百万円

合計 16百万円
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(有価証券関係)

前連結会計年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

１　時価のある有価証券

その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　 　 　

株式 5,640 8,609 2,968

小計 5,640 8,609 2,968

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　 　 　

株式 2,066 1,647 △419

小計 2,066 1,647 △419

合計 7,707 10,256 2,549

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損
　　　　処理を行い、投資有価証券評価損21百万円を計上しております。
　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額(百万円) 売却益の合計(百万円) 売却損の合計(百万円)

441 136 3

　

３　時価評価されていない有価証券

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券 　

　　　非上場株式 2,260

計 2,260
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当連結会計年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

１　時価のある有価証券

その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　 　 　

株式 2,300 2,864 564

小計 2,300 2,864 564

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　 　 　

株式 5,185 3,846 △1,338

小計 5,185 3,846 △1,338

合計 7,486 6,711 △774

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損
　　　　処理を行い、投資有価証券評価損383百万円を計上しております。
　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額(百万円) 売却益の合計(百万円) 売却損の合計(百万円)

80 18 1

　

３　時価評価されていない有価証券

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券 　

　　　非上場株式 2,048

計 2,048
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

①　取引の内容

　　利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ、為替

予約取引およびオイルスワップ取引であります。

 

①　取引の内容

同左

②　取引に対する取組方針および利用目的

　　デリバティブ取引は、将来における金利変動リスク、為

替相場の変動リスクおよび燃料の価格変動リスクの回

避を目的として行っております。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。

②　取引に対する取組方針および利用目的

　　デリバティブ取引は、将来における金利変動リスクお

よび為替相場の変動リスクの回避を目的として行って

おります。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。

　(1) ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段) 　 (ヘッジ対象)

金利スワップ取引　 借入金の支払金利

為替予約 　 外貨建金銭債務およ

び外貨建予定取引

オイルスワップ

取引

　 燃料（重油）の予定

取引

　(1) ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段) 　 (ヘッジ対象)

金利スワップ取引　 借入金の支払金利

為替予約 　 外貨建金銭債務およ

び外貨建予定取引

 

　 　 　

　(2) ヘッジ方針

　　将来における金利変動リスク、為替相場の変動リス

クおよび燃料の価格変動リスクの回避を目的として

行っております。

　(2) ヘッジ方針

　　将来における金利変動リスクおよび為替相場の変動

リスクの回避を目的として行っております。

　(3) ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップについては、すべて特例処理の要件

を満たすものであり、金融商品に係る会計基準に基

づき有効性評価を省略しております。また、為替予約

の締結時に、リスク管理方針に従って、外貨建による

同一金額で同一期日の為替予約をそれぞれ振当てて

いるため、その後の為替相場の変動による相関関係

は完全に確保されているので有効性の評価を省略し

ております。オイルスワップについては、ヘッジ対象

とヘッジ手段の相場変動を基礎に評価しておりま

す。

　(3) ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップについては、すべて特例処理の要件

を満たすものであり、金融商品に係る会計基準に基

づき有効性評価を省略しております。また、為替予約

の締結時に、リスク管理方針に従って、外貨建による

同一金額で同一期日の為替予約をそれぞれ振当てて

いるため、その後の為替相場の変動による相関関係

は完全に確保されているので有効性の評価を省略し

ております。オイルスワップについては、ヘッジ対象

とヘッジ手段の相場変動を基礎に評価をしておりま

すが、有効でない部分は損益として計上しておりま

す。

③　取引に係るリスクの内容

為替予約取引は為替相場の変動によるリスク、金利

スワップ取引は市場金利の変動によるリスク、オイル

スワップ取引は市場価格の変動によるリスクを有して

おります。デリバティブ取引の契約先は信用度の高い

銀行等のため、相手先の契約不履行による信用リスク

は、ほとんどないと判断しております。

③　取引に係るリスクの内容

為替予約取引は為替相場の変動によるリスク、金利

スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有して

おります。デリバティブ取引の契約先は信用度の高い

銀行等のため、相手先の契約不履行による信用リスク

は、ほとんどないと判断しております。

④　取引に係るリスク管理体制

取引の実行および管理は、取締役会で決定された基

本方針に従って、当社および連結子会社の経理部門に

て社内管理規定に基づき、決裁者の決裁を受けて行っ

ております。

④　取引に係るリスク管理体制

同左
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２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度末(平成20年５月31日)

当企業グループにおける「デリバティブ取引」は金利スワップ、為替予約取引およびオイルスワップ

取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いておりま

す。

　

当連結会計年度末(平成21年５月31日)

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

(1)　商品関連

区分 種類

当連結会計年度末（平成21年５月31日）

契約額等
(百万円)

契約額等の
うち１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取
引以外
の取引

オイルスワップ取引 32 10 43 43

　 合計 32 10 43 43

(注) １　上記はヘッジ会計の要件を満たさなくなったため、ヘッジ会計の適用を中止したものであります。

なお、「受取変動・支払固定」の評価損益のうち、中止による評価損益をヘッジ対象期間にわたり繰

り延べている金額は次のとおりであります。

当連結会計年度 47百万円

２　時価の算定方法

取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

３　ヘッジ会計が適用されているデリバティブは記載対象から除いております。
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(退職給付関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

主要な連結子会社は確定給付型の制度として、企業

年金基金制度を設けております。また、従業員の退職等

に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退

職給付債務の対象とされない割増退職金等を支払う場

合があります。

 

１　採用している退職給付制度の概要

主要な連結子会社は確定給付型の制度として、企業

年金基金制度を設けております。また、従業員の退職等

に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退

職給付債務の対象とされない割増退職金等を支払う場

合があります。

 

２　退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 △64,797百万円

②年金資産 61,088百万円

③未積立退職給付債務(①＋②) △3,709百万円

④会計基準変更時差異の未処理額 2,825百万円

⑤未認識数理計算上の差異 △1,761百万円

⑥未認識過去勤務債務 △1,586百万円

⑦差引 △4,231百万円

⑧前払年金費用 495百万円

⑨退職給付引当金(⑦－⑧) △4,726百万円

(注)　　一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。

 

２　退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 △63,089百万円

②年金資産 46,532百万円

③未積立退職給付債務(①＋②) △16,557百万円

④会計基準変更時差異の未処理額 2,427百万円

⑤未認識数理計算上の差異 11,539百万円

⑥未認識過去勤務債務 △1,362百万円

⑦差引 △3,952百万円

⑧前払年金費用 162百万円

⑨退職給付引当金(⑦－⑧) △4,115百万円

(注)　　一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。

 

　

前連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

３　退職給付費用に関する事項

①勤務費用 2,832百万円

②利息費用 1,305百万円

③期待運用収益 △1,379百万円

④従業員負担の拠出金等 △44百万円

⑤数理計算上の差異の費用処理額 △424百万円

⑥会計基準変更時差異の費用処理等額 381百万円

⑦過去勤務債務の費用処理額 △185百万円

⑧臨時に支払った割増退職金等 161百万円

⑨退職給付費用 2,646百万円

(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は「①勤務費用」に計上しております。

３　退職給付費用に関する事項

①勤務費用 2,609百万円

②利息費用 1,276百万円

③期待運用収益 △1,087百万円

④従業員負担の拠出金等 △38百万円

⑤数理計算上の差異の費用処理額 370百万円

⑥会計基準変更時差異の費用処理等額 380百万円

⑦過去勤務債務の費用処理額 △224百万円

⑧割増退職金等 3,126百万円

⑨退職給付費用 6,413百万円

(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は「①勤務費用」に計上しております。

　 　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①割引率 2.0％

②期待運用収益率 2.0％

③退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

④過去勤務債務の処理年数 8年～10年

⑤数理計算上の差異の処理年数 10年～13年

⑥会計基準変更時差異の処理年数 15年

　　ただし、一部の連結子会社は、会計基準変更時差異が僅

少なため、一括償却しております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①割引率 2.0％

②期待運用収益率 2.0％

③退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

④過去勤務債務の処理年数 8年～10年

⑤数理計算上の差異の処理年数 10年～14年

⑥会計基準変更時差異の処理年数 15年

　　ただし、一部の連結子会社は、会計基準変更時差異が僅

少なため、一括償却しております。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成20年５月31日)

当連結会計年度
(平成21年５月31日)

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

　　(繰延税金資産)

　繰越欠損金 7,227百万円

　貸倒引当金および貸倒償却 2,336百万円

　退職給付引当金および
2,219百万円　役員退職給与引当金

　ならびに長期未払金

　投資有価証券 1,904百万円

　たな卸資産評価損 961百万円

　未払費用 719百万円

　減損損失 551百万円

　一括償却資産 528百万円

　固定資産 497百万円

　未実現利益 446百万円

　その他 535百万円

繰延税金資産小計 17,930百万円

　評価性引当金 △16,827百万円

　繰延税金負債と相殺 △213百万円

繰延税金資産純額 888百万円

 

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

　　(繰延税金資産)

　繰越欠損金 11,525百万円

　投資有価証券 2,183百万円

　貸倒引当金および貸倒償却 2,077百万円

　退職給付引当金および
1,898百万円　役員退職慰労引当金

　ならびに長期未払金

　たな卸資産評価損 1,265百万円

　特別退職金 1,264百万円

　アルミ地金長期購入
契約解約損

987百万円

　減損損失 784百万円

　製品不具合対策費用 741百万円

　固定資産 487百万円

　その他 2,254百万円

繰延税金資産小計 25,470百万円

　評価性引当金 △24,907百万円

　繰延税金負債と相殺 △52百万円

繰延税金資産純額 510百万円

 

　　(繰延税金負債)

　その他有価証券評価差額金 1,036百万円

　連結子会社の資産および
負債の評価差額

1,792百万円

　その他 476百万円

繰延税金負債小計 3,306百万円

　繰延税金資産と相殺 △213百万円

繰延税金負債純額 3,092百万円

　 　 　

土地再評価に係る繰延税金負債 6,908百万円

　　(繰延税金負債)

　連結子会社の資産および
負債の評価差額

1,782百万円

　その他有価証券評価差額金 8百万円

　その他 235百万円

繰延税金負債小計 2,027百万円

　繰延税金資産と相殺 △52百万円

繰延税金負債純額 1,974百万円

　 　 　

土地再評価に係る繰延税金負債 6,762百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載を

省略しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

 

　税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載を

省略しております。

　

前へ
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

　

　
ビル建材
事業
(百万円)

住宅建材
事業
(百万円)

商業施設
事業
(百万円)

マテリアル
その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高および営業損益 　 　 　 　 　 　 　

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

102,646150,13831,49951,155335,439 ─ 335,439

　(2) セグメント間の内部売
上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

計 102,646150,13831,49951,155335,439 ─ 335,439

　　営業費用 100,606151,27230,09649,511331,4872,014333,501

営業利益又は営業損失(△) 2,040△1,134 1,403 1,643 3,952(2,014)1,938

Ⅱ　資産、減価償却費、
減損損失および
資本的支出

　 　 　 　 　 　 　

　　資産 81,091126,40916,94938,807263,2582,112265,370

　　減価償却費 1,981 4,374 413 1,515 8,284 ─ 8,284

　　減損損失 ─ 85 ─ ─ 85 ─ 85

　　資本的支出 1,136 1,744 485 985 4,352 ─ 4,352

(注) １　事業区分の方法

　　事業区分は、製品の種類・販売市場の類似性に基づき、ビル用建材を中心としたビル建材事業・住宅用建材を中

心とした住宅建材事業・店舗用等に関連した商業施設事業およびマテリアルその他事業にセグメンテーション

しております。

２　各事業区分の主要製品

　　事業区分の主要製品

事業区分 主要製品

ビル建材事業 ビル用サッシ・ドア、カーテンウォール、パーティション、内外装材など

住宅建材事業
住宅用サッシ・ドア、引戸、網戸、雨戸、インテリア建材、門扉、フェンス、
バルコニー、手摺など

商業施設事業
商品陳列棚、システム什器、ディスプレイ什器、ショーケース、サイン、ア
ドフレームなど

マテリアルその他事業
アルミビレット、アルミ形材(輸送関連機器用、電気・電子関連機器用)、
その他

３　当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は

　 2,014百万円であり、親会社の総務部、人事部、財務部など、管理部門に係る費用であります。

４　当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,112百万円であり、その

主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び預金)および管理部門に係る資産であります。

５　資本的支出には長期前払費用の増加額が含まれております。
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当連結会計年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

　

　
ビル建材
事業
(百万円)

住宅建材
事業
(百万円)

商業施設
事業
(百万円)

マテリアル
その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高および営業損益 　 　 　 　 　 　 　

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

81,586136,82825,12934,221277,767 ─ 277,767

　(2) セグメント間の内部売
上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

計 81,586136,82825,12934,221277,767 ─ 277,767

　　営業費用 83,242141,14524,68434,962284,0351,374285,409

営業利益又は営業損失(△) △1,655△4,316 444 △740 △6,268(1,374)△7,642

Ⅱ　資産、減価償却費、
減損損失および
資本的支出

　 　 　 　 　 　 　

　　資産 70,673112,38115,58026,454225,0902,499227,589

　　減価償却費 1,865 4,209 418 1,639 ─ ─ 8,132

　　減損損失 284 361 ─ 9 655 ─ 655

　　資本的支出 590 2,076 115 1,369 4,151 ─ 4,151

(注) １　事業区分の方法

　　事業区分は、製品の種類・販売市場の類似性に基づき、ビル用建材を中心としたビル建材事業・住宅用建材を中

心とした住宅建材事業・店舗用等に関連した商業施設事業およびマテリアルその他事業にセグメンテーション

しております。

２　各事業区分の主要製品

　　事業区分の主要製品

事業区分 主要製品

ビル建材事業 ビル用サッシ・ドア、カーテンウォール、パーティション、内外装材など

住宅建材事業
住宅用サッシ・ドア、引戸、網戸、雨戸、インテリア建材、門扉、フェンス、
バルコニー、手摺など

商業施設事業
商品陳列棚、システム什器、ディスプレイ什器、ショーケース、サイン、ア
ドフレームなど

マテリアルその他事業
アルミビレット、アルミ形材(輸送関連機器用、電気・電子関連機器用)、
その他

３　当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は

　　1,374百万円であり、親会社の総務部、人事部、財務部など、管理部門に係る費用であります。

４　当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,499百万円であり、その

主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び預金)および管理部門に係る資産であります。

５　資本的支出には長期前払費用の増加額が含まれております。

６　会計処理の方法の変更

　 (棚卸資産の評価に関する会計基準)

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「棚卸資

産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用しております。これにより、

当連結会計年度のビル建材事業の営業損失は４百万円、住宅建材事業の営業損失は103百万円、マテリアルそ

の他事業の営業損失は４百万円それぞれ増加しております。

　 (たな卸資産の評価方法の変更)

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、連結子会社である富山合金株

式会社は、連結会計年度より、たな卸資産の評価方法を変更しております。これにより、当連結会計年度のビル

建材事業の営業損失は148百万円、住宅建材事業の営業損失は316百万円、マテリアルその他事業の営業損失は

153百万円それぞれ増加しております。
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７　追加情報

 　(有形固定資産の耐用年数の変更)

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、国内連結子会社は、当連結会計年度

より機械装置の耐用年数を一部変更しております。これにより、当連結会計年度のビル建材事業の営業損失は

109百万円増加、住宅建材事業の営業損失は275百万円増加、商業施設事業の営業利益は17百万円減少、マテリ

アルその他事業の営業損失は276百万円増加しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

前連結会計年度については、全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計

額に占める「日本」の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

当連結会計年度については、全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計

額に占める「日本」の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

当連結会計年度については、海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

当連結会計年度については、海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

 (追加情報)

当連結会計年度から平成18年10月17日公表の「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基

準委員会　企業会計基準第11号）および「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会　企業会計基準適用指針第13号）を適用しております。

なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

１　関連当事者との取引

該当事項はありません。

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。

　

 (企業結合等関係)

前連結会計年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

 (共通支配下の取引等)

共に当社の完全子会社である三協立山アルミ株式会社とＳＴプロダクツ株式会社は平成19年６月１

日付で、両社のマテリアル事業部門を分割し、三協マテリアル株式会社（新設会社）に承継させまし

た。

　

１　結合当事企業又は対象となった事業の名称およびその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の

名称並びに取引の目的を含む取引の概要

(1) 結合当事企業又は対象となった事業の名称およびその事業の内容 

　　　三協立山アルミ株式会社のマテリアル事業、ＳＴプロダクツ株式会社のマテリアル事業 

(2) 企業結合の法的形式

共通支配下の取引（三協立山アルミ株式会社とＳＴプロダクツ株式会社を分割会社とし、三協マ

テリアル株式会社を承継会社とする共同新設分割）

(3) 結合後企業の名称

三協マテリアル株式会社

(4) 取引の目的を含む取引の概要

当社グループの主要事業の一つであるマテリアル事業について、独自の経営戦略と高い専門性の

発揮による事業の拡大と発展を目指し、製販一体化した企業経営による効率化と分社化による非建

材事業の業績や投資効果を市場に明確に示し、企業価値向上につなげるべく経営資源の効率的な配

分と事業構造の最適化を図るために、三協マテリアル株式会社を共同新設分割により設立しました。

 

　分割により新設会社は、三協立山アルミ株式会社およびＳＴプロダクツ株式会社から承継事業に関

する資産および負債を承継しました。

　

２　実施した会計処理の概要

共通支配下の取引等として処理しており、内部取引として全て消去しております。したがって、こ

の会社分割に係る会計処理が連結財務諸表に与える影響はありません。
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当連結会計年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

 (共通支配下の取引等)

　共に当社の完全子会社である三協立山アルミ株式会社、ＳＴプロダクツ株式会社は、平成20年６月１

日を期日として合併いたしました。

　

１　結合当事企業又は対象となった事業の名称およびその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の

名称並びに取引の目的を含む取引の概要

(1)　結合当事企業又は対象となった事業の名称およびその事業内容

　 合併会社 被合併会社

 商号 三協立山アルミ株式会社 ＳＴプロダクツ株式会社

 事業内容

ビル用建材、住宅用建材、エクス
テリア建材の開発・販売、アル
ミニウムおよびその他金属の圧
延加工品の販売

アルミニウム製住宅用建材、ビ
ル用建材、建材・非建材形材等
の製造・加工・販売

(2)　企業結合の法的形式

三協立山アルミ株式会社を存続会社とする吸収合併方式で、ＳＴプロダクツ株式会社は解散いた

しました。

(3)結合後企業の名称

三協立山アルミ株式会社

(4)取引の目的を含む取引の概要

市場の変化、顧客ニーズ・競合の攻勢に対しスピード感をもって対応し、重複間接業務の削減、責

任区分の明確化、事業全体を俯瞰したコストダウンの実施を目的としております。

　

２　実施した会計処理の概要

共通支配下の取引として処理しており、内部取引として全て消去しております。したがって、この

合併に係る会計処理が連結財務諸表に与える影響はありません。
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（１株当たり情報）
　

前連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１株当たり純資産額 217.39円１株当たり純資産額 144.21円

１株当たり当期純損失 8.64円１株当たり当期純損失 63.49円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、
１株当たり当期純損失が計上されているため記載してお
りません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、
１株当たり当期純損失が計上されているため記載してお
りません。

(注)　算定上の基礎
１　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成20年５月31日）
当連結会計年度

（平成21年５月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 66,398 44,495

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 483 809

（うち少数株主持分） (483) (809)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 65,915 43,685

期末の普通株式の数（千株） 303,211 302,931

　

２　１株当たり当期純損失および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ
ります。

　
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１株当たり当期純損失金額 　 　

当期純損失（百万円） 2,623 19,246

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ―

普通株式に係る当期純損失(百万円) 2,623 19,246

期中平均株式数（千株） 303,307 303,130

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益調整額（百万円） ─ ―

普通株式増加数（千株） ─ ―

（うち転換社債型新株予約権付社債） (─) (―)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

第１回無担保転換社債型
新株予約権付社債
（額面金額5,999百万）
これらの詳細については、
第５経理の状況１連結財
務諸表等(１)連結財務諸
表⑤連結附属明細表の社
債明細表に記載のとおり
であります。

第１回無担保転換社債型
新株予約権付社債
（額面金額5,999百万）
平成21年５月29日付で償
還しております。
 

 
 

　

（重要な後発事象）

　    該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

三協・立山ホー
ルディングス株
式会社

第１回無担保転換社債
型新株予約権付社債

平成17年
３月18日

5,999
(―)
―

無利息 無担保社債
平成21年
５月29日

三協化成株式会
社

第２回無担保社債
平成21年
２月20日

―
(―)
200

1.30無担保社債
平成26年
２月20日

合計 ― ― 5,999
(―)
200

― ― ―

(注) １　（ 　）内書は、１年以内の償還予定額であります。

　　 ２　連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりであります。

　
１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

― ― ― ― 200

３　転換社債型新株予約権付社債の内容

発行すべき株
式の内容

新株予約権
の発行価額

株式の発行
価格
（円）

発行価額
の総額
(百万円)

新株予約権の
行使により発
行した株式の
発行価額の総
額  (百万円)

新株予約
権の付与
割合
(％)

新株予約権の
行使期間

代用払込
に関する
事項

普通株式 無償 381 7,000 ― 100

自　平成17年
５月２日

至　平成21年
５月28日

(注)

(注)　本新株予約権付社債権者が本新株予約権を行使したときは、本社債の全額の償還に代えて当該新株予約権の行使

に際して払込をなすべき額の全額の払込とする請求があったものとみなします。

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 33,629 39,018 1.73 ―

１年内に返済予定の長期借入金 18,442 18,611 1.80 ―

１年内に返済予定のリース債務 ─ 91 1.80 ─

長期借入金(１年内に返済予定の
ものを除く。)

30,802 33,414 1.84
平成22年６月～平成
41年３月

リース債務(１年内に返済予定の
ものを除く。)

─ 336 1.87
平成22年６月～平成
27年２月

その他有利子負債 ─ ─ ─ ─

合計 82,874 91,472 ― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　１年内に返済予定のリース債務およびリース債務（１年内返済予定のものを除く）は、一部の連結子会社で

リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額で連結貸借対照表に計上しており当該リース債務に

ついては「平均利率」の計算に含めておりません。

３　長期借入金およびリース債務(１年内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は

以下のとおりであります。

　

　
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 13,935 10,477 5,701 3,163

リース債務 92 93 94 42
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(2) 【その他】

当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　 　
第１四半期

(自 平成20年６月１日 
至 平成20年８月31日)

第２四半期
(自 平成20年９月１日 
至 平成20年11月30日)

第３四半期
(自 平成20年12月１日 
至 平成21年２月28日)

第４四半期
(自 平成21年３月１日 
至 平成21年５月31日)

売上高 (百万円) 64,693 80,844 59,418 72,811

税金等調整前
四半期純損失(△)

(百万円) △3,199 △1,010 △ 6,328 △8,034

四半期純損失(△)(百万円) △3,492 △1,345 △ 6,188 △8,220

１株当たり
四半期純損失(△)

(円) △8.64 △4.44 △ 20.41 △27.00
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年5月31日)

当事業年度
(平成21年5月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,756 2,035

売掛金 140 138

短期貸付金 ※１
 22,805

※１
 19,415

未収入金 451 349

繰延税金資産 12 102

その他 19 14

流動資産合計 25,185 22,055

固定資産

有形固定資産

リース資産（純額） － 41

有形固定資産合計 － ※２
 41

無形固定資産

リース資産 － 218

無形固定資産合計 － 218

投資その他の資産

関係会社株式 82,010 82,010

関係会社長期貸付金 18,400 25,365

繰延税金資産 25 14

その他 43 11

投資その他の資産合計 100,479 107,401

固定資産合計 100,479 107,661

資産合計 125,664 129,716

負債の部

流動負債

1年内償還予定の転換社債型新株予約権付社
債

5,999 －

短期借入金 4,000 8,650

1年内返済予定の長期借入金 13,398 16,011

リース債務 － 60

未払金 687 610

未払費用 134 126

未払法人税等 52 31

未払消費税等 3 －

その他 109 158

流動負債合計 24,385 25,649

固定負債

長期借入金 26,512 29,058

リース債務 － 213

その他 96 72

固定負債合計 26,608 29,344

負債合計 50,994 54,994
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年5月31日)

当事業年度
(平成21年5月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 15,000 15,000

資本剰余金

資本準備金 30,000 30,000

その他資本剰余金 29,891 29,878

資本剰余金合計 59,891 59,878

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 6,305 6,373

利益剰余金合計 6,305 6,373

自己株式 △6,526 △6,528

株主資本合計 74,670 74,722

純資産合計 74,670 74,722

負債純資産合計 125,664 129,716
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年6月1日
 至 平成20年5月31日)

当事業年度
(自 平成20年6月1日
 至 平成21年5月31日)

営業収益

経営管理料 ※１
 2,193

※１
 1,402

受取配当収入 ※１
 2,250

※１
 878

営業収益合計 4,443 2,281

営業費用

販売費及び一般管理費 ※２
 2,014

※２
 1,374

営業費用合計 2,014 1,374

営業利益 2,429 907

営業外収益

受取利息 ※１
 879

※１
 793

その他 57 67

営業外収益合計 936 861

営業外費用

支払利息 708 762

抵当権設定費用 － 200

その他 83 157

営業外費用合計 791 1,119

経常利益 2,573 648

税引前当期純利益 2,573 648

法人税、住民税及び事業税 315 201

法人税等調整額 16 △78

法人税等合計 331 122

当期純利益 2,242 526
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年6月1日
 至 平成20年5月31日)

当事業年度
(自 平成20年6月1日
 至 平成21年5月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 15,000 15,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 15,000 15,000

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 30,000 30,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 30,000 30,000

その他資本剰余金

前期末残高 29,900 29,891

当期変動額

自己株式の処分 △8 △13

当期変動額合計 △8 △13

当期末残高 29,891 29,878

資本剰余金合計

前期末残高 59,900 59,891

当期変動額

自己株式の処分 △8 △13

当期変動額合計 △8 △13

当期末残高 59,891 59,878

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 5,590 6,305

当期変動額

剰余金の配当 △1,527 △458

当期純利益 2,242 526

当期変動額合計 714 67

当期末残高 6,305 6,373

利益剰余金合計

前期末残高 5,590 6,305

当期変動額

剰余金の配当 △1,527 △458

当期純利益 2,242 526

当期変動額合計 714 67

当期末残高 6,305 6,373
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年6月1日
 至 平成20年5月31日)

当事業年度
(自 平成20年6月1日
 至 平成21年5月31日)

自己株式

前期末残高 △6,511 △6,526

当期変動額

自己株式の処分 15 18

自己株式の取得 △31 △20

当期変動額合計 △15 △1

当期末残高 △6,526 △6,528

株主資本合計

前期末残高 73,979 74,670

当期変動額

剰余金の配当 △1,527 △458

当期純利益 2,242 526

自己株式の処分 6 5

自己株式の取得 △31 △20

当期変動額合計 690 52

当期末残高 74,670 74,722

純資産合計

前期末残高 73,979 74,670

当期変動額

剰余金の配当 △1,527 △458

当期純利益 2,242 526

自己株式の処分 6 5

自己株式の取得 △31 △20

当期変動額合計 690 52

当期末残高 74,670 74,722
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１　有価証券の評価基準およ

び評価方法

　　子会社及び関連会社株式

 

 

 

移動平均法による原価法

 

 

 

同左

 

２　固定資産の減価償却の方

法

―――――――――

 

 

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。

リース取引開始日が適用初年度前

の所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理を引き

続き採用しております。

 

 

 

３  重要なヘッジ会計の方法

    ① ヘッジ会計の方法

 

 

ヘッジ会計対象取引は金利スワップ

のみであり、また該当取引はすべて特例

処理の要件を満たしているため、特例処

理を採用しております。

 

 

同左

② ヘッジ手段とヘッジ

対象（金利関係）

 

ヘッジ手段－金利スワップ取引

ヘッジ対象－借入金の支払金利

 

同左

③ ヘッジ方針

 

将来における金利変動リスクの回避

を目的として行っております。

 

同左

④ ヘッジ有効性評価法 金利スワップについては、すべて特例

処理の要件を満たすものであり、金融商

品に係る会計基準に基づき有効性評価

を省略しております。

 

同左

４　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な

事項

　 　

　　　消費税等の会計処理

 

税抜きの会計処理を行っております。 同左
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【会計方針の変更】

前事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

―――――――――
 

（リース取引に関する会計基準等）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、当事業年度より、「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業

会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計

士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を

適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっておりま

す。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しており

ます。

　これによる損益への影響は軽微であります。
 

　

【表示方法の変更】

前事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

（損益計算書）

（1）前事業年度まで区分掲記しておりました「保険料

事務手数料収入」（当期29百万）は営業外収益の総額

の10/100以下のため、営業外収益の「その他」に含めて

表示しております。

（2）前事業年度まで区分掲記しておりました「コミッ

トメント費用」（当期７百万）は、営業外費用の総額の

10/100以下のため、営業外費用の「その他」に含めて表

示しております。

―――――――――
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成20年５月31日)
当事業年度

(平成21年５月31日)

※１　関係会社に関する項目

短期貸付金    22,805百万円

 

※１　関係会社に関する項目

短期貸付金    19,415百万円

 

―――――――――

 

※２　有形固定資産の減価償却累計額　　　　 3百万円

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

９行と貸出コミットメントライン契約を締結しておりま

す。

当事業年度末における貸出コミットメントに係る借入

金未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 10,000百万円

借入実行残高 4,000百万円

差引額 6,000百万円

―――――――――

 

 

　

(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

※１　関係会社に係る注記

　　　　営業収益

経営管理料        2,193百万円

受取配当収入 2,250百万円

　　　　営業外収益

受取利息 877百万円

 

※１　関係会社に係る注記

　　　　営業収益

経営管理料        1,402百万円

受取配当収入 878百万円

　　　　営業外収益

受取利息 792百万円

 

※２　一般管理費の主要な費目および金額は次のとおり

であります。

役員報酬 162百万円

給料賞与 671百万円

法定福利費 95百万円

退職給付費用 42百万円

賃借料 135百万円

支払手数料 672百万円

※２　一般管理費の主要な費目および金額は次のとおり

であります。

役員報酬 124百万円

給料賞与 601百万円

法定福利費 85百万円

退職給付費用 38百万円

賃借料 133百万円

支払手数料 177百万円
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(株主資本等変動計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

　自己株式の種類および株式数に関する事項

　 前事業年度末 当事業年度 当事業年度 当事業年度末

　 株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

　 （株） （株） （株） （株）

普通株式 19,091,962 192,831 45,429 19,239,364

合計 19,091,962 192,831 45,429 19,239,364

（注）普通株式の自己株式の増加192,831株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減

少45,429株は単元未満株式の買増請求による売渡しによる減少であります。

 

　

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　自己株式の種類および株式数に関する事項

　 前事業年度末 当事業年度 当事業年度 当事業年度末

　 株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

　 （株） （株） （株） （株）

普通株式 19,239,364 212,216 55,813 19,395,767

合計 19,239,364 212,216 55,813 19,395,767

（注）普通株式の自己株式の増加212,216株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、 減

少55,813株は単元未満株式の買増請求による売渡しによる減少であります。
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(リース取引関係)

前事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1) 借主側

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

　

有形固定資産

　　　　　　　　　　　

(工具器具

及び備品)

（百万円）

無形固定資産

　　　　　　　　　　　　

　(ソフトウェ

ア)

(百万円)

　

 

合計

 

(百万円)

取得価額

相当額

101

 

46

 
　

148

 

減価償却

累計額

相当額

63
 

 

30
 

 

　

93

 

期末残高

相当額

37
 

16
 

　
54

 

 

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 　515百万円

１年超 　608百万円

合計 1,123百万円

 

③　支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額

支払リース料 32百万円

減価償却費相当額 30百万円

支払利息相当額 1百万円

 

④　減価償却費相当額および利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法　

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

　利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

 

(2)貸主側

　 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 489百万円
　

１年超 　　　　577百万円

合計 1,067百万円

　(注)　上記は、すべて転貸リース取引に係る貸主側の未

経過リース料期末残高相当額であります。

　　　　なお、当該転貸リース取引は、おおむね同一の条件

で第三者にリースしておりますので、ほぼ同額

の残高が上記の借主側の未経過リース料期末

残高相当額に含まれております。

１　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

　

有形固定資産

　　　　　　　　　　　

(工具器具

及び備品)

（百万円）

無形固定資産

　　　　　　　　　　　　

　(ソフトウェ

ア)

(百万円)

　

 

合計

 

(百万円)

取得価額

相当額

84

 

33

 
　

117

 

減価償却

累計額

相当額

64
 

 

24
 

 

　

89

 

期末残高

相当額

20
 

8
 

　
28

 

 

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 306百万円

１年超 301百万円

合計 608百万円

 

③　支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額

支払リース料 26百万円

減価償却費相当額 25百万円

支払利息相当額 0百万円

 

④　減価償却費相当額および利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法　

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

　利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

 

（貸主側）

　 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 291百万円
　

１年超 286百万円

合計 577百万円

(注)　 上記は、すべて転貸リース取引に係る貸主側

      の未経過リース料期末残高相当額であります。

　　 　  なお、当該転貸リース取引は、おおむね同一の

       条件で第三者にリースしておりますので、ほぼ同

       額の残高が上記の借主側の未経過リース料期末残

       高相当額に含まれております。
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前事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　 ２　ファイナンス・リース取引

（借主側）
　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　(1)リース資産の内容

　・有形固定資産

　　主として、ホストコンピュータ（工具器具及び備

　　品）であります。

　・無形固定資産

　　主として、販売管理用ソフトウェアであります。

　(2)リース資産の減価償却の方法

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

   定額法によっております。

 

　

(有価証券関係)

　　前事業年度（自 平成19年６月１日 至 平成20年５月31日）及び当事業年度（自 平成20年６月１日 至　平

成21年５月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成20年５月31日)
当事業年度

(平成21年５月31日)

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

　（繰延税金資産）

未払事業税 10百万円

未払費用 2百万円

固定負債「その他」 39百万円

繰延税金資産小計 51百万円

繰延税金負債と相殺 △13百万円

繰延税金資産純額 38百万円

　（繰延税金負債）

子会社株式 13百万円

繰延税金負債小計 13百万円

繰延税金資産と相殺 △13百万円

繰延税金負債純額 －

 

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

　（繰延税金資産）

未払事業税 3百万円

未払費用
未払金

1百万円
96百万円

固定負債「その他」 28百万円

繰延税金資産小計 130百万円

繰延税金負債と相殺 △13百万円

繰延税金資産純額 116百万円

　（繰延税金負債）

子会社株式 13百万円

繰延税金負債小計 13百万円

繰延税金資産と相殺 △13百万円

繰延税金負債純額 －

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.44％

（調整） 　
 

交際費等永久に損金に算入されない
項目

0.25％

受取配当金等永久に益金に算入されな
い項目

△28.18％

住民税均等割 0.15％

その他 0.23％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 12.89％
　 　

 
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.44％

（調整） 　
 
        

交際費等永久に損金に算入されない
項目

0.65％

受取配当金等永久に益金に算入されな
い項目

△24.28％

住民税均等割 0.59％

その他 1.50％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 18.90％
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１株当たり純資産額 244.53円１株当たり純資産額 244.83円

１株当たり当期純利益 7.34円１株当たり当期純利益 1.72円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 6.92円潜在株式調整後１株当たり当期純利益 1.63円

　

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

（平成20年５月31日）
当事業年度

（平成21年５月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 74,670 74,722

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） ― ―

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 74,670 74,722

期末の普通株式の数（千株） 305,356 305,200

　
２　１株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

　
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１株当たり当期純利益額 　 　

当期純利益（百万円） 2,242 526

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 2,242 526

普通株式の期中平均株式数（千株） 305,423 305,270

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益額 　 　

当期純利益調整額（百万円） ― ―

普通株式増加数（千株） 15,745 15,659

　　　　　　　（うち転換社債型新株予約権付社債） (15,745) (15,659)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

― ―

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

　　該当事項はありません。

　

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　　リース資産 ─ ─ ─ 45 3 3 41

有形固定資産計 ─ ─ ─ 45 3 3 41

　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　　リース資産 ─ ─ ─ 254 36 36 218

無形固定資産計 ─ ─ ─ 254 36 36 218

（注）１ 有形固定資産及び無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため「前期末残高」「当期

          増加額」及び「当期減少額」の記載を省略しております。

　

【引当金明細表】

　　該当事項はありません。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

ａ　現金及び預金
　

区分 金額(百万円)

現金 0

預金 　

当座預金 133

通知預金 1,900

別段預金 1

計 2,035

合計 2,035

　

ｂ　売掛金

イ　相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

三協立山アルミ株式会社 117

三協マテリアル株式会社 13

タテヤマアドバンス株式会社 7

計 138

　

ロ　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
　

前期末残高
(百万円)
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
(Ｃ)

当期末残高
(百万円)
(Ｄ)

回収率(％)
 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

140 1,472 1,474 138 91.4 34.5

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

ｃ　短期貸付金
　

区分 金額(百万円)

三協立山アルミ株式会社 15,089

三協マテリアル株式会社 4,026

タテヤマアドバンス株式会社 300

計 19,415
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ｄ　関係会社株式
　

区分 金額(百万円)

三協立山アルミ株式会社 72,338

三協マテリアル株式会社 7,100

タテヤマアドバンス株式会社 2,571

計 82,010

　

ｅ　関係会社長期貸付金
　

区分 金額(百万円)

三協立山アルミ株式会社 22,633

三協マテリアル株式会社 2,732

計 25,365
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ｆ　短期借入金　
　

区分 金額(百万円)

農林中央金庫 2,150

株式会社北陸銀行 1,800

住友信託銀行株式会社 1,800

株式会社福井銀行 900

株式会社三井住友銀行 700

株式会社みずほコーポレート銀行 400

株式会社北國銀行 400

株式会社富山第一銀行 300

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 200

計 8,650

　

ｇ　一年内に返済予定の長期借入金　
　

区分 金額(百万円)

株式会社北陸銀行 3,822

住友信託銀行株式会社 2,955

株式会社みずほコーポレート銀行 1,570

農林中央金庫 1,375

株式会社北國銀行 1,070

日本政策投資銀行 989

株式会社三井住友銀行 765

株式会社富山第一銀行 760

株式会社あおぞら銀行 585

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 535

株式会社福井銀行 460

日本生命保険相互会社 360

第一生命保険相互会社 345

株式会社横浜銀行 225

株式会社富山銀行 135

明治安田生命保険相互会社 60

計 16,011
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ｈ　長期借入金　
　

区分 金額(百万円)

住友信託銀行株式会社 6,645

日本政策投資銀行 5,803

株式会社北陸銀行 5,315

農林中央金庫 2,295

株式会社北國銀行 1,395

株式会社みずほコーポレート銀行 1,120

株式会社三井住友銀行 1,090

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1,035

株式会社富山第一銀行 1,015

株式会社あおぞら銀行 745

株式会社横浜銀行 675

株式会社福井銀行 635

第一生命保険相互会社 480

日本生命保険相互会社 480

明治安田生命保険相互会社 210

株式会社富山銀行 120

計 29,058
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(3) 【その他】

　　該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ６月１日から５月31日まで

定時株主総会 ８月中

基準日 ５月31日

剰余金の配当の基準日 11月30日、５月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り　及
び買増し

　

　　取扱場所
(特別口座)
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
　住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
(特別口座)
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
　住友信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取り及び買増し
　　手数料

無料

公告掲載方法 日本経済新聞ならびに富山市において発行する北日本新聞

株主に対する特典 なし

(注)１　当社定款の定めにより、当社の株主は、その有する単元未満株式について次に掲げる権利以外の権利を行使する
ことができません。

       (1)　会社法第189条第２項各号に掲げる権利
       (2)　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利
       (3)　株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
　　２　平成21年８月28日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、当社の公告方法は次のとおりとなっており

ます。
　当会社の公告は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告ができない場合は、日
本経済新聞に掲載して行う。
　なお、当社の公告掲載ＵＲＬは次のとおりであります。http://www.sthdg.co.jp/
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　

　(1) 有価証券報告書及びその添付書類

　　　事業年度　第５期(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)平成20年８月29日関東財務局長に提出

　(2) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

　　　第６期第１四半期(自　平成20年６月１日　至　平成20年８月31日)平成20年10月15日関東財務局長に提出

　　　第６期第２四半期(自　平成20年９月１日　至　平成20年11月30日)平成21年１月14日関東財務局長に提出

　　　第６期第３四半期(自　平成20年12月１日　至　平成21年２月28日)平成21年４月14日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年８月28日

三協・立山ホールディングス株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　
　

公認会計士　　　金　田　賢　二　　㊞

　

　

指定社員
業務執行社員

　
　

公認会計士　　　浜　田　　　亘　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている三協・立山ホールディングス株式会社の平成19年６月１日から平成20年５月31日までの連結

会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、三協・立山ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成20年５月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

　

EDINET提出書類

三協・立山ホールディングス株式会社(E01328)

有価証券報告書

101/105



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成21年８月28日

三協・立山ホールディングス株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　
　

公認会計士　　　浜　田　　　亘　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　
　

公認会計士　　　近　藤　久　晴　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　
　

公認会計士　　　金　田　栄　悟　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている三協・立山ホールディングス株式会社の平成20年６月１日から平成21年５月31日までの連結

会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、三協・立山ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成21年５月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

追記情報

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更（４）に記載されているとおり、連結子会社であ

る富山合金株式会社は、たな卸資産の評価方法について、従来、後入先出法による原価法によっていたが、当連

結会計年度より、移動平均法による原価法に変更している。

　

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、三協・立山ホール

ディングス株式会社の平成21年５月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部

統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立

場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の
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虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、三協・立山ホールディングス株式会社が平成21年５月31日現在の財務報告に係る内部統制

は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年８月28日

三協・立山ホールディングス株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　
　

公認会計士　　　金　田　賢　二　　　　㊞

　

　

指定社員
業務執行社員

　
　

公認会計士　　　浜　田　　　亘　　　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている三協・立山ホールディングス株式会社の平成19年６月１日から平成20年５月31日までの第５

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監

査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、三協・立山ホールディングス株式会社の平成20年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事

業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成21年８月28日

三協・立山ホールディングス株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　
　

公認会計士　　　浜　田　　　亘　　　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　
　

公認会計士　　　近　藤　久　晴　　　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　
　

公認会計士　　　金　田　栄　悟　　　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている三協・立山ホールディングス株式会社の平成20年６月１日から平成21年５月31日までの第６

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監

査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、三協・立山ホールディングス株式会社の平成21年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事

業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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